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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２１年３月１６日（月）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　午後　４時２１分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員

委 員 長 上村高義  副委員長 川口純子  委　　員 山崎雅数

委　　員 大澤千恵子 委　　員 村上英明  委　　員 嶋野浩一朗 

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正 副市長　小野吉孝

生活環境部長　紀田光司 　同部次長兼環境業務課長　水田和男

自治振興課長　萩原　明　　　産業振興課長　藤井智哉 

保健福祉部長　佐藤芳雄 同部理事　福永冨美子

同部次長兼地域福祉課長　登阪　弘　　同部参事兼こども育成課長　稲村幸子

地域福祉課参事兼地域包括支援センター長　川口敦子　　障害福祉課長　堤　守

介護保険課長　山田雅也 国保年金課長　野村眞二 

同課参事　寺田　博 こども育成課参事　船寺順治　

１．出席した議会事務局職員

議会事務局次長　野杁雄三 同局書記　寺前和恵 

１．審査案件（審査順）

議案第　１号　平成２１年度摂津市一般会計予算所管分

議案第１０号　平成２０年度摂津市一般会計補正予算（第４号）所管分

議案第　７号　平成２１年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計予算

議案第２８号　摂津市企業誘致条例の一部を改正する条例制定の件

議案第２４号　摂津市廃棄物の減量、再生利用及び適正処理に関する条例の一部を改

正する条例制定の件

議案第２７号　摂津市犯罪被害者等支援条例の一部を改正する条例制定の件

議案第２１号　摂津市立障害児童センター条例の一部を改正する条例制定の件

議案第２２号　摂津市乳幼児医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例制定の

件
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議案第２３号　摂津市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例及び摂津市国民健康

保険条例の一部を改正する条例制定の件

議案第　３号　平成２１年度摂津市国民健康保険特別会計予算

議案第　４号　平成２１年度摂津市老人保健医療特別会計予算

議案第１２号　平成２０年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

議案第１３号　平成２０年度摂津市老人保健医療特別会計補正予算（第２号）

議案第２５号　摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件

議案第　９号　平成２１年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算

議案第１６号　平成２０年度摂津市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

議案第　８号　平成２１年度摂津市介護保険特別会計予算

議案第１５号　平成２０年度摂津市介護保険特別会計補正予算（第３号）

議案第１８号　摂津市介護従事者処遇改善臨時特例基金条例制定の件

議案第２６号　摂津市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件議案第
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（午前１０時　開会）

○上村高義委員長　おはようございます。

　ただいまから民生常任委員会を開会し

ます。

　本日の委員会記録署名委員は、嶋野委

員を指名します。

　議案第２８号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　質疑のある方。

　村上委員。

○村上英明委員　おはようございます。

　今回のこの条例制定の件につきまして

は、統計法等の絡みになろうかと思いま

す。

　その中で、「統計法第２条第９項に規

定する統計基準である」に改めるという

ことと、「３億円」を「３億３，０００

万円」に改める。この２点だと思います

けども、その１点目で、この統計法に関

して、この第２条第９項の中で、「公的

統計の作成に際して、その統一性または

総合性を確保するための技術的な基準を

いう」ということで、この総合性という

ことにつきまして、一回この認識をちょっ

とお聞きしたいなというふうに思います。

　それから、この従前からは３，０００

万円ほどふえたんですけども、この支払

い、奨励の仕方につきまして、従前と変

わりがないのかどうか。その辺だけちょっ

と確認だけしておきたいと思います。

　以上、２点です。

○上村高義委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　まず、総合性の認

識ですけども、本市の状況の中で、今、

物販に絞っております。それはご存知の

ように、本市の準工業並びに工場地域に

おきましては既に工業地域と、それと住

の環境という形が混在する中で、大規模

用地がないという前提の中で工業系の製

造業をなかなか誘致するのは困難という

前提のもとの総合性に立ちまして、物販

ならば、これは住工混在とかの問題を起

こさないという基準にのっとって判断し

ておりますので、そういう全体的な総合

性の中で物販に偏っておりますけれども、

それは本市の特性ということの観点から

きたものとご判断をいただきたいと思い

ます。

　それと、支払いなんですけども、これ

は１割増の３億３，０００万円になりま

したけども、これは事業所の申請に基づ

いて支払いをするものでありまして、当

然該当する基準に達しない場合は、その

３億３，０００万円まではいかないとい

うことで、支払い方法は過去と全く変わ

りません。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　実は、この前、総合性

ということで、この地域性というか、摂

津市はこの社会情勢というか、地域も含

めてそういう形でそういう基準をします

ということなので、その辺はしっかりと

今後も適正に執行していただくようにと

いうことと、あと、この奨励につきまし

ても、しっかりと中身を審査して奨励を

していただくようにということで、要望

とさせていただきます。

○上村高義委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　ないようであります

ので、以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１０時４分　休憩）

（午前１０時５分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第２４号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。
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○山崎雅数委員　２点ばかりお尋ねいた

します。

　そもそもこの家電リサイクル法につい

て確認をしたいと思うんですけども、基

本的に消費者に負担をかけられる程度で

はないかということで、家電メーカーの

負担というか、責任というのはどういう

ふうになるかということをちょっと確認

したいと思います。

　それと、２点目として不法投棄対策で

すね。そういったことに関してのまた新

たな対応とかいうのがあるのか、お聞き

したいと思います。

○上村高義委員長　水田次長。

○水田生活環境部次長　メーカーの責任

ということですが、これは、本来、これ

までごみとして排出されていたものを、

電製品につきましては、やはりそのメー

カー、製造者責任ということで、もちろ

んなされたというところでございます。

　メーカーの責任ということですが、こ

れは、本来、これまでごみとして排出さ

れていたものを、やはり電製品につきま

しては、メーカー、製造者責任というこ

とで、改正されたというところでござい

ます。

　消費者の負担ということでございます

けれども、これは家電リサイクル法のリ

サイクル料金が設定されておりまして、

先ごろ、２０年の１１月１日に料金の値

下げをされております。これは２０１１

年の地デジの問題の兼ね合いもございま

して、極力消費者の方の負担を和らげよ

うというような形で値下げをされている

ということでございます。

　法律でございますので、本来ですと消

費者、費用が、もしなければ一番いいこ

となんですけども、これはそういう法律

の中でのっとった料金でございますので、

ご理解をしていただきたいところでござ

います。

　それから、不法投棄対策なんですけど

も、これまで監視カメラを４機設置して

おります。

　２１年度に新たにもう１機導入させて

いただきます。あわせて啓発が必要です

ので、不法投棄をされている箇所につき

ましては、看板でもってそういう対応も

行っておりますし、今回、廃棄物処理法

の罰則の内容も盛り込んでおりまして、

不法投棄をされますと１，０００万円、

罰金がかかりますよというふうなことで、

摂津警察の名前も入れさせていただいて

設置もしております。

　先ごろ、１か所、設置させていただき

ますと、かなり効果が出ておりまして、

不法投棄の家電の処理が、昨年でいきま

すと１００件ございましたけども、今現

在、３月末で約７７件ぐらいに減少とい

うことで、若干の効果があるのかなとい

うふうには考えております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　わかりました。

　けど、この間、自治会の方で回覧で、

もう４月からこれが入るというお知らせ

を流していただいてるんですけども、そ

ういうふうに４月末までは捨ててもいい

というようなニュアンスにとれるような

ね、出してもらっても大丈夫ですよみた

いなというような、ちょっと回覧じゃな

かったかなと思うんです。

　まあプラズマテレビはそんなに簡単に

ポコポコ捨てはる人がいるとはあんまり

思いませんけども、ちょっと疑問に感じ

たので、しっかりと制度の運用を行って

いただきたいと思います。

　要望としておきます。

○上村高義委員長　ほかはありませんか。

　川口委員。

○川口純子委員　この処理をするときに、
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市民の皆さんからいろんな疑問とか、ひ

とり暮らしの方とか、そういう問い合わ

せも多いと思うんですけれども、実態と

してどういうふうに対応しているのか、

やっぱりわからなくて困っておられると

いう、そういう方も、まだまだおられる

んじゃないかなと思うんですけれども、

説明と実態の流れですね。どういうふう

にやっておられるのか、もう一度確認を

したいと思います。

○上村高義委員長　水田次長。

○水田生活環境部次長　リサイクルをさ

れるときにリサイクル券の購入というの

が出てきます。

　今現在、郵便局の方でそのリサイクル

券の購入の用紙がございまして、おっしゃ

られるように、なかなかその手続がかな

り難しくて、そのメーカーの名前とか品

目とか書く欄がございまして、かなりおっ

しゃっているように、わからないという

ふうなことで、私どもの方にも問い合わ

せも多々ございます。

　そういうことから、やはり郵便局まで

行くのも大変ということで、市役所、公

民館等で、リサイクル券の用紙を設置し

まして、さらに利用しやすいように、今

しているんですけども、難しいところで

はありますので、今後、その対応としま

しては、わかりやすいように広報なりを

通じて広くお知らせをしていきたいなと

いうふうに考えております。

　リサイクルの処理なんですけども、リ

サイクル券を購入していただきまして、

それを家電メーカーに、最終処理になる

んですけども、買われたところの電気屋

さん、小売店に連絡をしていただいて、

そこで処理をしていただくというふうな

流れになっております。

　もう一つは、直接リサイクル券を購入

していただいて、その機材を直接、指定

引取場所に搬入する方法がございます。

メーカによって茨木とか摂津の方に分か

れているんですけども、直接そこへ持っ

ていっていただくという方法もございま

す。それは問い合わせの中でちゃんと説

明はしている次第でございます。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　実態として、市民の方

がリサイクル券を購入されているってい

うのは、そんなにたくさんないような感

じがするんですけど、実績ってどれぐら

いあるんですか。把握できてないもんで

すか。

　実際には、前のときに、これが最初に

施行されるときに、結局、しばらくして

からはほぼ電気店のところで、市民の方

が購入するわけじゃなくて、電気店で全

部やってくれると。その分お金だけはそ

こで払うっていうみたいな、そういうや

り方で何か広がっていっているような気

がするんですけどね。周りの方を見ても

ね。

　今、広報とかでも詳しくするとか、説

明をするというかいうことなんですけど、

やっぱりまだまだちょっとこのやり方が、

わからないと思うんですが、環境対策課

の方で、これについて、今種類がふえる

わけですから、もっとわかりやすく簡単

でやりやすい方法ということで言うと、

郵便局でリサイクル券を購入するってい

うのが、あんまりやってはらへんように

思うんですけどもね。ちょっともう一回

実態、どんなんか、答弁をお願いします。

○上村高義委員長　水田次長。

○水田生活環境部次長　リサイクル券を

直接購入される方とメーカー、電気屋さ

んですね、小売業者で処理する方法がご

ざいます。

　よく問い合わせがございますのは、や

はり引っ越しの場合はどうしたらいいの
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かということがございますので、私ども

の場合は、まず登録されている小売店、

電機メーカーの方の場所をお知らせして、

そこで手続をしていただいております。

　もう一つは、郵便局の方でリサイクル

券を購入されてというような処理の方法

が２つございます。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　リサイクルを推進する

ということで、ぜひ特別法というか、何

か間に挟むようなね、広報に環境の部分

でそういうのを説明を、やっぱり今、自

治会に回覧で回っている分についても、

ちょっと誤解が生まれるような、そうい

う感じですしね。もう少しわかりやすく、

もうちょっとすっきりと何か手続の方法

が、できるようにきちんと広報をしてい

ただきたいと思います。

○上村高義委員長　ほかはないですかね。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午前１０時１４分　休憩）

（午前１０時１５分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第２７号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　それでは、犯罪被害者

等支援条例、市独自の条例の改正です。

　ほかのとこからも勉強に来られるとい

うようなことも聞いておりますけれども、

ちょっとこの条例そのものについてお聞

きしたいと思うんですが、まず、市独自

の条例ということなんで、上位の法とか

政令というものはないもんだと思ってお

ります。

　そうすると、この支給決定に際して不

服審査、こういう請求というのが出た場

合の対応をお聞きしたいと思います。

　国保協議会のような第三機関というか、

そういうところがあれば、そこで審査と

いうようなこともあるんでしょうけれど

も、決定するところと審査するところが

同じというのは、おかしいんじゃないか

なと思いまして、上位がないということ

であれば、裁判所で裁定をお願いするこ

とになるのか、それをちょっとお聞かせ

いただきたいと思います。

　裁判旅費の支給については、賛成する

ものです。

○上村高義委員長　萩原課長。

○萩原自治振興課長　刑事訴訟法が一部

改正になりまして、昨年１２月１日から、

いわゆる犯罪被害者参加制度というよう

になっておりまして、その参加の可否は、

裁判所が決定するもので、裁判所が決定

しまして、まあ条件がございますんです

けども、裁判所が決定した被害者参加に

対して旅費を支払うもので、私どもの方

は犯罪被害者の支援について、いろいろ

条件を設けさせていただいていますんで

すけども、いわゆるその条件に合致すれ

ば、裁判所が認めた被害者参加人のうち

の１人に対して補助はいたします。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　その決定に際して、例

えば出せませんという決定が出たときに、

何で出ないんやという不服審査が起きる

と思うんです。１０万円の、例えば障害、

それから３０万円の死亡についても、条

件に合わなかったとかいうような理由は

きちんと書かれて決定は出されると思い

ますけれども、その決定に対して、これ

は承服できないということで、これは審

査してほしいという不服審査が出たとき、

例えば保険法ですとか、例えば生活保護

の問題ですとかですと、大阪府が指導監
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督。上位の法律、条例、政令があります

から、そこで審査されて、摂津市に指導

がおりてくるわけですね。

　それに対して、これは市独自の条例で

すよね。上の政令がないわけですから、

そういう不服審査を持っていこうと思っ

たら、もう裁判所に持っていくしかない

んですかという話をちょっとお聞きした

いと思っております。

　そういう想定をしてないということで

あれば、そういう答えになるのかなと思

いますが。

○上村高義委員長　紀田部長。

○紀田生活環境部長　確かに通常の行政

の判断に対して不服がある場合、不服審

査という手続をもってされるケースがご

ざいますので、このケースについても、

同等となるというふうには解釈をいたし

ております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　その説明ではわからな

いです。

　条例がないんです。不服審査の関係に

ついてはね。

　そうすると、不服審査というか、要す

るに決定、１０万円おりませんと。あな

たは条例に合いませんという理由は書か

れて出されますけども、それはおかしい

と。この条例を見れば、出るはずやとい

う不服審査をどこにするんですかという

話ですわ。

　だから、法律の制度でしたら、国まで

上がります。それで、監督官庁が摂津市

に、これはおかしいということであれば、

そういう指導がおりてくると。不服審査

をしても、これは合っているということ

であれば、その返事が返ってくるという

ことになるんですけども、これはそうい

う上位の法律がないわけですから、裁判

所に訴え出るしかないのですかというこ

とをお聞きしているんですけれども。

○上村高義委員長　暫時休憩します。

（午前１０時２０分　休憩）

（午前１０時２１分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　紀田部長。

○紀田生活環境部長　済みません。十分

な説明ができておりませんで。

　一般的に、やはり行政に対する不服が

ある場合、当然行政としては書面で、こ

うこうこういう理由で棄却しますみたい

な形の書類を出させていただくんですが、

それをもって一定行政不服審査という法

律の中で、受けられた方が対応されると

いうふうな認識はしておりますが、それ

が今回のケースにおいて、該当するかど

うか、そこら辺は再度調査した上で適正

な執行を図ってまいりたいと思います。

○上村高義委員長　ほかはございません

か。

　村上委員。

○村上英明委員　今回のこの旅費の請求

ということ、上限３万円ということが言

われておりますけども、この３万円とい

うことで、この被害者見舞金の支給に関

する条例、見舞金等につきましては、ちゃ

んと条例に金額を記載してあると思うん

ですけども、この上限が３万円というこ

の記載の場所をちょっと確認したいと思

います。

　それから、もう１点はこの見舞金の支

給に関する条例の中で、この申請が、７

年を経過したときには支給ができないと

いうことで、ちょっと明記はしてあるん

ですけども、この旅費の規定ですね。条

件を申請できる、ここまで、何年たつと

できませんよとか、そういうちょっと規

定があるのかどうか。この２点だけお聞

きしたいと思います。

○上村高義委員長　萩原課長。
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○萩原自治振興課長　見舞金につきまし

ては、犯罪被害者等見舞金条例で金額を

規定させていただいていまして、ほかの

支援であります日常生活支援とか、家賃

の補助につきましては要綱で規定させて

いただいています。

　そういうことで、今回も公判期日出席

旅費補助金要綱を、仮称ですけれども、

制定させていただいて、その中で金額を

明記いたします。

　それと、時効なんですけれど、要綱の

中では別段その時効という規定は、今の

ところ案なんですけど、してないです。

　先ほどの見舞金条例。その部分を準用

したいなというふうに考えております。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　この３万円が、要綱で

も記載してあるということなのですけど

も、この辺は、またしっかりと要綱など

に明記していただきたいんですけども、

この申請の期限につきましても、準用と

いう形ではなくて、例えば要綱でも何で

もいいんですけども、しっかりと記載を

しておくことが、後々のトラブル防止に

もなるんじゃないかなと。そういうよう

に思いますので、いずれにしても、この

条例にしても、また要綱にしても、どっ

かにまた記載するような方向で、また検

討をお願いしたいなと。そういうように

思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

○上村高義委員長　ほかはございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

暫時休憩します。

（午前１０時２５分　休憩）

（午前１０時２７分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第２１号の審査を行います。

　本件については、補足の説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、１点聞かせてい

ただきたいと思います。

　めばえ園ですね。　減免延長というこ

となんですけども、使用料の額、これ、

あくまで特例ということで書いてくれて

はるんですけども、３年延長して、また

その次はどうするのかというか、お考え

をお聞かせいただきたいと思います。

　やはり、これは障害者自立支援法の応

益負担という考え方そのものを抜本的に

これ改めないと、ほんまに収入の少ない

方々の、障害者の自立を助けるというこ

とにはならないと思っております。お考

えをお聞かせいただきたいと思います。

○上村高義委員長　堤課長。

○堤障害福祉課長　今回、めばえ園の軽

減措置は、３年間の予定でございます。

　次回どうするかというご質問だと思う

んですけれども、ことしの２月１６日に、

政府・与党の障害者自立支援に関するプ

ロジェクトチームの障害者自立支援法の

抜本見直しの基本方針を見ますと、従来

の介護保険との整合性を考慮した仕組み、

いわゆる応益負担を解消し、障害者福祉

の原点に立ち返り応能負担を考えていき

たいというふうに出ておりますので、次

回の動向を見て最終的に決めさせていた

だきたいというふうに考えております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　ぜひ国の制度も、しっ

かり直していただきたいとは思いますけ

れども、やはり障害施設をしっかりと利

用していただくというためには、負担を

かけないという立場をこれからも貫くと

いうことを、ぜひ、もしよかったら表明

していただけると、ありがたいかなと思
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います。

　要望で結構です。

○上村高義委員長　ほかはありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

暫時休憩します。

（午前１０時３０分　休憩）

（午前１０時３１分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第２２号及び議案第２３号の審査

を行います。

　本２件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、２２号、２３号、

１点ずつお伺いしたいと思います。

　子どもの入院の助成ですけれども、公

的負担拡充の見通しは、余り今のところ

はないというふうに一般会計で伺いまし

たけれども、これがさらなる拡充を、摂

津市独自としてはやっていくという方向

についてはどうお考えか、お聞かせいた

だきたいと思います。

　それと、２３号ですが、これ、ひとり

親という規定の中で、施設者の拡大とい

うことなんですけれどもね。これ、こう

いう条件に当てはまる方は、これまでど

うだったのかということをちょっとお聞

かせいただきたいと思います。

○上村高義委員長　稲村参事。

○稲村保健福祉部参事　乳幼児医療費助

成の今後の方向というお問いでございま

すが、今回、中学生まで入院医療費につ

いて拡大をするということで、今の段階

におきましては、今後、国の制度として

の拡充を求めていくという、そういう姿

勢でおります。

　また、ひとり親家庭の医療費の助成に

ついてでございますが、今回、里親の制

度が児童福祉法の改正によって変わりま

して、新しく小規模住居型児童養育事業

というものができました。

　これにつきましては、５名以上の要保

護児童を養育するというものでございま

すが、今まで摂津市におきまして、この

近年におきましては、こういう事例はご

ざいません。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　国の制度へ要望をして

いくということなんですけども、子ども

たちの医療に関する助成というのは少子

化対策としても、ほんまに有効な手だて

だと思いますので、摂津市独自としても、

ぜひとも拡充の方向で考えていただけれ

ばと思っておりますので、要望としてお

きます。

　それと、摂津市にはそういうひとり親

というか、里親というか、子どもさんを

預かる施設云々とかいうのが、基本的に

はなかったということにはなるんだろう

だろうとは思うんですけども、そういう

乳児園というか、なんかにおられる方が

医療助成をこれまで受けられてなかった

のかなというね、そういうことではない

のかなと思ったので、ちょっとお聞かせ

いただければと思っています。

○上村高義委員長　稲村参事。

○稲村保健福祉部参事　里親を養育者と

する場合の医療費助成、また今回の小規

模住居型児童養育事業を行う養育者の方、

そういう方々に対しましては、このひと

り親家庭医療を使うということではなく

て、別個の医療助成ということになって

おります。

　今、ご質問にありました乳児院ですと

か、あるいは養護施設ですとか、そうい

うところにおきましては、違った形で医

療助成が行われていると。そういうこと

でございます。
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○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　わかりました。結構で

す。

○上村高義委員長　ほかは。

　村上委員。

○村上英明委員　この議案の２２号の件

なんですけども、これはこの入院部分が

中学校の卒業までということで、かなり

拡充ということになったわけなんですけ

ども、これも、ちょっと先日、若干の質

問をさせていただいたことなんですけど

も、この入院の小学生・中学生の方の分

につきましては、この料金の支払という

のは、一度ご本人さんが窓口でお支払い

になられて、そして領収書等々を持って

きて、本人にお返しするという流れでと

いうふうには認識させてもらったんです

けども、その中で例えば、この間、質問

をちょっとさせていただきましたけども、

私の息子、娘さん、子どもが入院しまし

たということで、この医療証を発行して

いただきたいというようなことを申請し

て、その発行した医療証を持っていけば、

今までの通院医療費みたいな形で、窓口、

５００円なり１，０００円なりというよ

うな形にはならないのかなということで、

ちょっと質問をさせていただいたんです

けども、その辺のお考えを一遍ちょっと

お聞きしたいなと思います。

○上村高義委員長　稲村参事。

○稲村保健福祉部参事　医療証の発行に

ついてでございますが、現在、就学前の

お子さんにつきましては、入院について

も通院についても年齢が一致しておりま

すので、全員に医療証を発行して病院の

方で使っていただくというような形になっ

ておりますが、平成１９年度までは、入

院医療費につきましては今回ご提案させ

ていただいたのと同じように窓口での還

付申請という形になっておりました。

　通院医療の助成の対象になっている方

についてのみ、今までも医療証を発行と

いう形できておりましたので、今回につ

いても非常に対象の範囲を拡大いたして

おりますので、医療証の発行ということ

ではなくて、従来どおりの還付申請とい

う形をとりたいというふうには考えてお

ります。

　ただ、入院された後で医療証の発行を

求められるというようなことでの検討と

いう先日のお話でございましたが、医療

証を発行することで、例えば、今後どう

いうことが出てくるのか、もう少し具体

的に検討もした上で、またどういう方法

が最もお互いにとっていいのかというこ

とを出していきたいというふうには考え

ております。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　この前、市民の方から

も、今回、こういう案件を提案されてい

ますよということでお話をさせていただ

く中で、やっぱりこの小学生・中学生の

お子様を持たれている親からは、やっぱ

りかなり安心してここに住んでいけるな

というお話もあったわけですね。そうい

う中で、含めて今後、この入院された方

の当人の窓口負担を極力軽減していくと

いうような方向で、一度ちょっと検討と

いうことでしていただければなと。そう

いうふうに思いますので、よろしくお願

いいたします。

○上村高義委員長　ほかにないですかね。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

暫時休憩します。

（午前１０時４０分　休憩）

（午前１０時４２分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第３号、議案第４号、議案第１２
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号、議案第１３号及び議案第２５号の審

査を行います。

　本５件のうち、議案第４号、議案第１

２号、議案第１３号及び議案第２５号に

ついては、補足説明を省略し、議案第３

号について補足説明を求めます。

　佐藤保健福祉部長。

○佐藤保健福祉部長　議案第３号　平成

２１年度摂津市国民健康保険特別会計予

算につきまして補足説明をさせていただ

きます。

　まず、歳入でございますが、１０ペー

ジ、款１、国民健康保険料、項１、国民

健康保険料、目１、一般被保険者国民健

康保険料は、被保険者の増により、前年

度に比べ２．９％の増となっており、収

納率は、現年度分が９２％、滞納繰越分

が１３％を見込んでおります。

　目２、退職被保険者等国民健康保険料

は、被保険者の減を反映し、前年度に比

べ３５．３％の減となっており、収納率

は、現年度分が９７％、滞納繰越分が１

８％を見込んでおります。

　なお、平成２１年度の保険料率につき

ましては、大変厳しい経済情勢を考慮し、

平成２０年度の保険料率に据え置きとなっ

ております。

　款２、使用料及び手数料、項１、手数

料、目１、督促手数料は、前年度と同額

となっております。

　１２ページ、款３、国庫支出金、項１、

国庫負担金、目１、療養給付費等負担金

は、前年度に比べ１０％の増で、療養給

付費、後期高齢者支援金等の増額による

ものでございます。

　目２、高額医療費共同事業負担金は、

前年度に比べ１３．４％の減で、高額医

療費共同事業拠出金の減に伴い、その４

分の１の法定負担分を見込んでおります。

　目３、特定健康診査等負担金は、前年

度に比べ３６．３％の増で、特定健診、

特定保健指導に係る法定負担分でござい

ます。

　項２、国庫補助金、目１、財政調整交

付金は、前年度に比べ３．９％の増となっ

ております。

　１４ページ、款４、療養給付費交付金、

項１、療養給付費交付金、目１、療養給

付費交付金は、前年度に比べ３４．３％

の減でございます。

　款５、前期高齢者交付金、項１、前期

高齢者交付金、目１、前期高齢者交付金

は、前年度に比べ８％の増で、６５歳か

ら７４歳の医療費の財政調整に係る交付

金でございます。

　款６、府支出金、項１、府負担金、目

１、高額医療費共同事業負担金は、前年

度に比べ１３．４％の減で、先ほどの国

庫負担金でのご説明と同様に、高額医療

費共同事業拠出金の減に伴うものでござ

います。

　目２、特定健康診査等負担金は、前年

度に比べ３６．３％の増で、特定健診、

特定保健指導に係る法定負担分でござい

ます。

　項２、府補助金、目１、事業助成補助

金は、前年度に比べ１６．２％の減となっ

ております。

　１６ページ、目２、老人医療波及分補

助金は、前年度に比べ３９％の減、目３、

障害者医療波及分補助金は、前年度に比

べ１１．５％の増となっております。

　目４、財政調整交付金は、前年度に比

べ１．８％の増となっております。

　款７、共同事業交付金、項１、共同事

業交付金、目１、高額医療費共同事業交

付金は、拠出額の減に伴い、前年度に比

べ１９．６％の減となっております。

　目２、保険財政共同安定化事業交付金

は、拠出額の増に伴い、前年度に比べ１
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８．９％の増となっております。

　款８、繰入金、項１、一般会計繰入金、

目１、一般会計繰入金は、前年度に比べ

１４．５％の増で、保険財政安定化支援

事業繰入金、赤字解消繰入金の増が主な

ものとなっております。

　目２、保険基盤安定繰入金は、前年度

に比べ９．７％の減となっております。

　１８ページ、款９、諸収入、項１、雑

入、目１、一般被保険者第三者納付金、

目２、退職被保険者等第三者納付金、目

３、一般被保険者返納金、目４、退職被

保険者等返納金は、過去の実績を勘案し、

計上させていただいております。

　目５、雑入は、２億９，１６９万５，

０００円を見込んでおります。

　市預金利子はございません。

　次に、歳出でございますが、２０ペー

ジ、款１、総務費、項１、総務管理費、

目１、一般管理費は、前年度に比べ２．

４％の減となっており、これは主に人件

費の減、及び被保険者証の有効期限を２

年にしたことによる郵送料の減によるも

のでございます。

　目２、連合会負担金は、前年度に比べ

０．９％の減、目３、市町村部会負担金

は前年度に比べ６２．５％の減となって

おります。

　２２ページ、項２、徴収費、目１、賦

課徴収費は、前年度に比べ２％の減でご

ざいます。

　項３、運営協議会費、目１、運営協議

会費は、前年度に比べ１．２％の減となっ

ております。

　款２、保険給付費、項１、療養諸費、

目１、一般被保険者療養給付費は、前年

度に比べ８．１％の増で、一般被保険者

数の増加を見込んだもので、一人当たり

の費用額は、若人が約１８万３，８００

円、前期高齢者が約４６万３，６００円、

未就学児が約２２万７，９００円を見込

んでおります。

　目２、退職被保険者等療養給付費は、

前年度に比べ２９．３％の減で、一人当

たりの費用額は約４５万５，０００円を

見込んでおります。

　目３、一般被保険者療養費は、前年度

に比べ１６．５％の増でございます。

　２４ページ、目４、退職被保険者等療

養費は、前年度に比べ１７．７％の減で

ございます。

　目５、審査支払手数料は、前年度に比

べ１２．１％の増で、審査支払件数の増

加によるものでございます。

　項２、高額療養費、目１、一般被保険

者高額療養費は、前年度に比べ７．５％

の増。目２、退職被保険者等高額療養費

は、前年度に比べ２２．９％の減となっ

ております。目３、一般被保険者高額介

護合算療養費１，５００万円。目４、退

職被保険者等高額介護合算療養費３００

万円は、昨年の医療制度改正により新た

に設けられたもので、医療費の自己負担

額と介護の自己負担額が高額介護合算の

自己負担限度額を超過した場合に支給さ

れるものでございます。

　項３、移送費、目１、一般被保険者移

送費、２６ページ、目２、退職被保険者

等移送費は、前年度と同額でございます。

　項４、出産育児諸費、目１、出産育児

一時金は、前年度に比べ８．８％の減で

ございます。

　項５、葬祭諸費、目１、葬祭費は、前

年度に比べ４．５％の減でございます。

　２８ページ、項６、精神・結核医療給

付費、目１、精神・結核医療給付金は、

前年度に比べ９．５％の減でございます。

　款３、後期高齢者支援金等、項１、後

期高齢者支援金等、目１、後期高齢者支

援金は、前年度に比べ１１．８％の増で、
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一人当たりの支援金が増になったことに

よるものでございます。

　目２、後期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度に比べ３％の減でございます。

　款４、前期高齢者納付金等、項１、前

期高齢者納付金等、目１、前期高齢者納

付金は、前年度に比べ４９．３％の増で、

一人当たり負担調整対象額が増となった

ことによるものでございます。

　目２、前期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度に比べ４．７％の減でございます。

　３０ページ、款５、老人保健拠出金、

項１、老人保健拠出金、目１、老人保健

事務費拠出金は、前年度に比べ９３．３

％の減となっております。

　款６、介護納付金、項１、介護納付金、

目１、介護納付金は、前年度に比べ５．

７％の減で、前々年度精算拠出額の減少

に加え、第２号被保険者数の減少に伴う

ものでございます。

　款７、共同事業拠出金、項１、共同事

業拠出金、目１、高額医療費共同事業医

療費拠出金は、前年度に比べ１３．４％

の減。目２、保険財政共同安定化事業拠

出金は、前年度に比べ２３．３％の増。

目３、高額医療費共同事業事務費拠出金

は、前年度に比べ５６．８％の減。目４、

保険財政共同安定化事業事務費拠出金は、

前年度に比べ５４．４％の減となってお

ります。

　３２ページ、目５、その他共同事業事

務費拠出金は、前年度と同額となってお

ります。

　款８、保健施設費、項１、保健施設費、

目１、特定健康診査等事業費は、受診者

数の増を見込んだもので、前年度に比べ

３２．８％の増でございます。

　目２、保健衛生普及費は、前年度に比

べ５％の減でございます。

　３４ページ、款９、諸支出金、項１、

償還金及び還付加算金、目１、一般被保

険者保険料還付金は、前年度に比べ１２

％の増。目２、退職被保険者等保険料還

付金、目３、償還金は、前年度と同額と

なっております。

　款１０、繰上充用金、項１、繰上充用

金、目１、繰上充用金５，０００万円は、

赤字補てんによるものでございます。

　款１１、予備費、項１、予備費、目１、

予備費は、前年度と同額となっておりま

す。

　以上、予算内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○上村高義委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、幾つかお聞きし

たいと思います。

　まず、保険料の据え置きというご決断

に大いに評価をさせていただくものであ

ります。

　まず、今年度予算というか、２１年度

予算の１２ページ。

　国庫支出金ですね。８．５％増になっ

た理由をちょっとお聞かせいただければ

と思います。

　保険給付は３．６％ぐらいの増という

ことになったのかと思うんですが、それ

と同じく２番目として１４ページの府支

出金の方は減っていると。この辺の理由

もあわせてお聞かせいただければと思い

ます。

　３番目ですが、１６ページの保険料の

軽減繰入金。いろいろあるんですけども、

どういうふうに繰入金をふやされたのか

を説明いただければと。

　保険料の引き上げはされないというこ

となんですけども、１８ページの雑入で、

多くは先送りをされたんではないかと思っ

ておりますけれども、今後、どうしてい
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かれるのかをお聞かせいただきたいと思

います。

　ぜひ赤字解消計画。代表質問でも言わ

せてもらいましたけれども、こういった

ものが必要なのではないかと。

　今後、大きな負担がふえるというよう

なことが起きないのかと。この間配って

いただいた国保運営審議会の答申でも、

また次は適正な運用をというような意見

がついていたと思うんですけれども、そ

の辺の考えをお聞かせいただければと思

います。

　４番目として、昨年から保険料の年金

天引きを始められたと思うんですけれど

も、運用状況はどうかということをお聞

かせいただければと思います。

　昨年の導入の際にもいろいろ話はさせ

てもらいましたけれども、後期高齢者医

療などでも、たび重なる緩和というか、

変更がありまして、自動振替とか、月割

りの制約などで天引きしないという要件

の緩和ということになってきたんですけ

ども、こういった変えていくという意思

がないか、お聞かせいただきたいと思い

ます。

　それから、５番目として資格証の問題

をお聞きしたいと思うんですが、これま

で国民健康保険の資格証について質して

まいりましたが、どうしても連絡がとれ

ずに、やむを得ずというようなご回答を

多くいただいたかと思うんですけども、

これ、よくよく考えると、危険なことで

はないかと思うんです。

　つまり、連絡がとれないわけですから、

その方の状態がわからないわけですね。

つまり、もしかすると、重病でふせって

られるかもしれない。それこそ借金で夜

逃げ寸前かもしれないと。そういうこと

が全くわからないわけですね。

　そうすると、そういう状態であるかも

しれない方に健康保険証を資格証に変え

て、病院に行くなら、一たん全額を払っ

てもらわなくてはいけませんという制度

にしてしまうと、病院に行かない、介護

抑制が起こらないということが言えるん

でしょうか。これ、お考えをお聞かせい

ただきたいと思います。

　やはりね、少なくとも資格証はお話を

伺って、どうして保険料が払えないのか、

ご病気でないのか、状況を確認して、元

気で、言い聞かせても、払うのに払われ

ないいうのは、どうかと思うんですけど

も、連絡がとれないという理由で資格証

の発行をしてしまうというのは危険だと

思いますので、やめるべきだと思います。

　次に、６番目として赤字解消について、

ちょっと聞かせていただきたいと思うん

ですが、代表質問で、赤字が出るたびに

国にも解消計画を提出しているというこ

とをお答えいただきましたけれども、そ

れがどういったものかと。

　収納率の向上と医療費抑制のための予

防と、そして適正な負担という３点セッ

トのようなことでなされているのかと思

うんですけども、ということで保険料の

連続値上げが、この間されてきたんでは

ないかと思っておるんですが、医療費の

抑制の方も、保険料の負担も、もう限界

ではないかと。一般会計から補助を入れ

て、福祉の制度として赤字解消計画を出

すべきではないかと、重ねてお伺いした

いと思います。

　次に、補正については結構です。

　老健なんですが、老健の方は中身とい

うか、全体ですけども、残務処理ってい

うことになると思うんですけども、この

状況説明をお願いしたいと思います。

　後期高齢者医療制度は、私たちはもう

一刻も早く廃止すべきだと思っておりま

す。
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　老健についても、精算と聞いてますけ

ども、終始しっかり管理して、国・府か

らの支出はしっかり受けられてと思って

ますけども、まず、この辺の状況を説明

していただければと思います。

　それから、議案の２５号の所得割の変

更ですけれども、これ施行規則の第３２

条の９の２というのを見させてもらいま

したけども、これは後期高齢者医療の限

度額以上の減額などのこの表記があるん

ですけども、この３２条、９の２をちょっ

と説明していただければと思います。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　それでは、老人

保健医療特別会計の現況について説明し

ていきたいと思います。

　老人保健医療制度につきましては、平

成２０年の３月をもちまして廃止という

ことになります。

　２０年度予算につきましては、丸々請

求があるのが２０年の３月診療分のみと

いうことで、２０年度予算につきまして

は、月おくれ請求分が推計していた額に

比べて非常に少なくなり、多額の不用額

を補正予算で計上させていただいたとこ

ろでございます。

　なお、支出につきましては、その財源

を国・府・市で法にのっとって執行し、

適正な管理に努めていきたいと考えてお

ります。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、私の方

から国民健康保険にかかわりますご質問

にお答えさせていただきます。

　まず１点目の国庫支出金８．５％増の

理由と、府支出金の減の理由ということ

でございますが、国庫支出金の中には療

養給付金の負担であったり、介護納付金

の負担、また後期高齢者支援金等の負担

分があり、また調整交付金等々の内訳が

ございます。

　それぞれ負担金の部分につきましては、

歳出額のおおむね３４％という額になっ

ております。その中で８．５％の増とい

う中身で大きいところでは、後期高齢者

の支援金の負担金が、歳出で言います後

期高齢の支援金が増になったことにより、

約８，０００万円ほどふえております。

　療養給付金の負担金につきましても、

保険給付費の増によりふえてきていると

いうようなところがございます。

　次に、府の支出金の減についてでござ

いますが、府支出金につきましても、府

独自の事業、府の事業に対する助成の補

助金であるとか、老人医療や障害医療の

波及分であるとか、調整交付金というの

がございます。その中で、特別調整交付

金の中で、昨年、特定健診のシステムに

ついて補助があったわけですが、今年度、

その部分がなくなったということで、約

その部分で１，０００万円ぐらいの減に

なっている部分であるとか、波及分の補

助金が過去の実績から見ると、若干減っ

ている部分が出てきているというような

ところでございます。

　次に、一般会計の繰入金の中での保険

料軽減分の繰入金の内訳というところで

ございますが、まず従来からの保険料の

軽減分というところでは、２億７，１０

６万３，０００円になっています。そし

て、特定健康診査等の負担分ということ

で２，３５８万８，０００円。そして、

赤字解消分の繰入金として５，０００万

円を新たに繰り入れるという形になって

おります。

　次に、運協の答申でもありました今後

の保険料の料率の設定で適正賦課という

ふうなところの考え方でございますが、

国保の特別会計、一応基本的には歳出に

見合った歳入の確保というのが基本的な
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ところかなと思われます。

　その中で、歳入におきましては、国や

府等の負担部分というのは、これは一定

法定で定められている額という中ですの

で、歳出からその部分を除いた部分につ

いては、当然保険料で賄わなければなら

ない部分と私どもも認識しておりますの

で、必要な保険料に見合った保険料率の

設定というのが、今後も大切になってく

るのかなと考えております。

　それから保険料の特別徴収、いわゆる

年金天引きの運用の状況ということでご

ざいますが、この部分につきましては、

当初は国の方の制度設計上も、６５歳以

上のみの世帯については、保険料が年金

額の２分の１ですね。介護と合わせた額

が２分の１未満であれば、年金天引きと

いう形でしたので、それに準じた形で行っ

ておりました。

　その中で、先ほど委員のご質問の中に

もございましたように、口座振替との選

択性。

　これについても、保険料に未納がある

なしかかわらず選択できるというふうに

なりましたので、この部分につきまして

も、２１年の４月からはそういう形で運

用するという中で、事前の準備といたし

まして、この平成２１年に入ってから、

該当者については直接郵便で制度の改正

等の周知を図る文を案内させていただい

ております。

　次に、資格証の発行についてでござい

ますが、家庭訪問をしても、会えずに発

行している部分については、重病であっ

たり、借金云々の関係があるのではない

かということで、そういう中で発行する

のに危険ではないかというようなご質問

だったかと思われます。

　資格証の発行につきましては、健康保

険法で過去１年間一度も納付がない世帯

ということになっておりますが、この部

分につきましては、以前からお答えさせ

てもらっているように、１年間納付がな

いからといって、いきなり資格証という

形には本市の場合行っておりません。

　まず、そういう場合、保険料の納付相

談の案内と保険証の更新ということで、

まず接触の機会を図らせていただいて、

短期証をお出しした中で保険料の納付相

談をさせていただいております。

　その状況が１年間の中で、短期証が、

今、有効期限が４か月ですので、最低３

回は納付相談の機会ということでは出さ

せてもらっております。

　そのほかに、当然保険料が未納になっ

ておりますので、保険料の督促であった

り催告、または夜間電話等々を行ってお

ります。

　その中でも、最終的に納付が一向にい

ただけない世帯については、次の段階と

して資格証の対象の候補になると。

　そこでも機械的に発行するのではなく

て、いずれにしても配達記録郵便。まあ

今度からは簡易書留という形になるんで

すが、特別な事情がないかどうかという

お問い合わせをさせてもらっております。

　そしてそれに加えまして、夜間でも昼

間でも電話をした中で、極力状況を把握

するようにしております。

　そして、慢性的な病気にかかっておら

れないかどうかという中では、レセプト

の情報等も見た中で判断をしてきており

ます。

　その中で、最終、やむを得ずいうとこ

で、会えてない方であったり、また接触

を図れた中でも、納付についてのご理解

を、残念ながらいただけない世帯等につ

いては資格証の発行という形になってき

ております。

　資格証を発行したからといって、それっ
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きりではなくて、その後も断続的に家庭

訪問であったり、電話催促とかもやって

おりますので、その中で、私どもとして

は極力接触を図った中で納付相談につな

げていきたいと考えております。

　この部分については、今現在も変わら

ない形でやっております。

　次に、赤字解消の計画ということで、

実は代表質問の折にもご答弁をさせても

らっておりますが、赤字解消計画につい

ては国の方に対して提出の方をしており

ます。

　内容につきましては、先ほど委員から

もありましたように、やっぱり収納率の

向上であるとか、適正賦課、医療費の適

正化等々いうことで、医療費の適正につ

いてはレセプトの内容点検であったり、

資格点検、そして医療費通知。この部分

につきましても、以前は年６回、６か月

分を通知しておりましたが、システムの

変更に伴いまして通知については、年６

回は変わりませんが、１２か月分を通知

させてもらうことによりまして、実際ど

のぐらいの医療費がかかっているかとい

うところを認識していただくのと、健康

への留意ということで認識をいただくよ

うな啓発活動を行っております。

　そして、適正賦課につきましては、先

ほどもご答弁をさせていただきましたが、

基本的には、やっぱり国保特会の健全化

という中では歳出に見合った歳入の確保

というのが、やっぱり基本的なところか

なと考えます。

　そのような中で、やっぱり収納率の向

上というのは国保財政を預かる中におい

ても大切な業務かなとは考えております。

　その中で、繰入金の増を多く考えてな

いかというところでございますが、繰り

入れの増を考えるというか、まず基本的

には、国保の特別会計を預からせてもらっ

ている担当といたしましては特会の中で、

やはり健全化を図っていく必要があるか

なと。その中で、やっぱり収納率の向上

という中では負担の公平性を考えた中で

きっちり、最後、この部分については努

力していかなければならないかなと考え

ております。

　次に、議案の第２５号の国保条例の一

部改正についての中身でございますが、

この中身につきましては、一般被保険者

に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険

料率について定めているものでございま

すが、保険料の中の所得割料率の算定に

つきまして、限度額を超える世帯につい

ての基礎控除後の総所得については、限

度額を超える部分を控除して保険料率を

算定するという内容でございます。

　仮に、限度額を超える世帯の基礎控除

後の所得をそのままでいくと、限度額を

超えた部分までが保険料に算定されてし

まいますので、当然その部分は、今、限

度額が後期高齢者支援金の場合、１２万

円ですので、１２万円以上の保険料がか

かってくると、計算上は。

　ただし、限度額として１２万円を設定

しておりますので、それを超える部分は

保険料として賦課をすることができませ

んので、最終的に限度額を超える部分に

当たる所得を控除しないと、その部分が

歳入不足という形になってきますので、

それを控除した形での所得割の設定を行

うという旨の規定でございます。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　国保の、まあ代表質問

でも言いましたけども、制度そのものが、

もうほんまに破綻に近いということを、

ぜひ考えてもらいたいと思うんです。

　というのが、国保は、今、どういう状

況かということになると、低所得の方が

集まってこざるを得ない、医療における
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最後のセイフティネットというか、そう

いう形になっていると思うんです。年金

生活者ですとか、失業をされた方がこっ

ちへ移行してきますよね。今は非正規と

いうようなことで、会社の方に、社会保

険には入るほどの収入がないというよう

な方が国保に、加入はふえているのでは

ないかと。

　そういう方の、例えば２００万円、そ

れこそ給料、収入というような方々が１

０万円とか２０万円とか、そういった保

険料が、介護と合わせるとかかってくる

ような状態っていうのが、本当に正しい

のかというと、疑問を大いに感じている

ところなんです。

　介護保険が動いて１０年になります。

後でやりますけれども、これが、だから

保険料免除なしということにしたのは、

要するにそういう低所得者から集めない

と持たないという制度になってきている

と。国保も後期高齢者も全部そういうこ

とだと思うんですけども、しかし、これ

は社会保障として医療が保障される。要

するに、全国民が入る社会保険というか、

健康保険ということで支えないといけな

いわけですから、福祉の制度としてしっ

かりと見て、繰入金も自治体としてもふ

やして、そこ支えをするということが必

要なのではないかと。

　だから、その会計だけを見て、値上げ

が避けられないというような考え方は、

まずおかしいと、私は思っておりますの

で、保険料、赤字解消についてお考えを

ちょっとまた聞かせていただければと思

うんですが、天引きについても、これ、

そういった意味で、もうそこの部分から

お金を集めようという制度そのものだと

思うんです。年金の半分まで取れるとい

う制度そのものが、もう生活を脅かすん

ではないかと。

　その辺の年金天引きについても、ちょっ

と考えてもらえたら思っております。

　それと、資格証の問題ですけども、資

格証を発行する前に短期証なり何なりと

いうこと、手続を今説明していただきま

したけどもね、結局、その流れはわかる

んですけども、資格証を発行するまでも

連絡がとれない。レセプトも上がってこ

ないから、健康なのかということでしか

わからないわけです。資格証が発行され

てしまったら、余計抑制、お医者さんに

行かないという状況ができていても、そ

れこそレセプトが上がってこないわけで

すから、わからないんではないかと思う

んですけども、そういう資格証っていう

やつが、今後、非正規とか、そういった

低所得の方で保険料が払えないというこ

とで資格証ということになってくると、

ほんまに皆保険制度からの締め出しとい

うことがちまたにあふれるんではないか

という懸念があると思うんですけども、

その辺のあわせてお考えを、やっぱり保

険料と天引きと資格証のことについてお

答えいただきたいと思います。

　それと、老健は、まあ後期高齢者の方

もあるんですけども、移行ということで

ね。

　老人医療に対する差別是正というか、

この考え方そのもの自体が、なかなか賛

成できないところかなと思っております。

　所得割の定義については、ご説明いた

だいてわかりました。

　以上、この３点をお願いしたいと思い

ます。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、２回目

の質問にお答えさせていただきます。

　国保の制度が、もう破綻するのではな

いかというようなお問いでございますが、

低所得者が多いと。年金生活をされてい
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る方や失業されている方等々の中でござ

いますが、制度上で申しますと、保険給

付費、医療費が増えてくると、それに伴っ

て保険料も上がってくると。その中では、

保険料だけではなくて、当然国・府・市

等の負担をする部分もふえてくるという

中で、今後、その部分が社会保障として

の医療と見たときに、繰入金でその部分

を見ていくのかどうかという部分でござ

いますが、繰入金、今で言いましたら保

険料軽減分ということでございますが、

この部分は、逆に申しますと、法定で定

められていないと。それぞれ各自治体独

自の施策であるという中では、この部分、

摂津市におきましては大阪府下で見ても、

かなり高額な額が繰り入れをされている

状況です。

　その中でも、代表質問の折にもありま

したが、今後、国の方に対しても、やっ

ぱり今の現在の国の負担割合の拡大であ

るとか、保険料の軽減についても、拡大

等々について申し入れていきたいなと。

市長会等を通じて申し入れていきたいと。

その部分でございます。

　ただ、基本は、やっぱり保険料になっ

てしまうかもしれませんが、国保として

も、ただ単にその増加分を被保険者に転

嫁するのではなくて、やっぱり内部努力

として医療費の適正化であったり、また

収納率の向上等々の努力をした中で、最

終的には保険料でお願いしていかないと

仕方がないのかなという部分はございま

す。

　そして、年金天引きについてでござい

ますが、基本的にこの年金天引きにつき

ましては保険料の納付の負担を軽減する

と。金融機関の方の窓口まで行って支払っ

てもらう必要もなく、私どもの収納の業

務といたしましても、そのあたりを軽減

するための制度ということでご理解をい

ただきたいと思います。

　それで、資格証についてでございます

が、資格証を発行してしまうと、病院に

行けなくなるような環境になるのではな

いかというところでございますが、先ほ

どもご答弁をさせていただきましたとお

り、資格証を出したからといって、出しっ

ぱなしではなくて、再三電話も行ってお

りますし、また休日徴収というのもやっ

ておりますけども、その折にも必ず回る

ような形での努力もいたしております。

　極力私どもとしては、資格証になった

からといって、特に放っておくのではな

くて、機会あるごとに接触を図っていく

というようなことを行っておりますので、

よろしくお願いします。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　これ、制度そのものは、

ほんまに国がしっかり考えてもらわない

と、もう持たないという意味は、先ほど

も言いましたけども、低所得というか、

収入の少ない方が集まってこざるを得な

い状況になってきているわけですよね。

　その２００万円そこそこの給料もしく

は収入とかいう形で、それ、１０万円２

０万円の保険料を払わされるっていうの

が、基本的に無理だと。もう２００万円、

それ全部生活費ではないかと思うんです。

もうそういう方々が集まってくる保険に

なってきていると。

　それと、それでその給付の方もふえれ

ばという形で言うてますけども、やっぱ

りこの低所得の方々、比較的言うたらお

かしいですけども、病気をされる方です

ね。どうしても健康状態が悪くなるとか

いうような方は、決して少なくない方で

すね。

　ですから、別に収入が少なくても病気

をしないかということではないわけです

から、給付の方ですね、医療費の方は膨
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れ上がる一方、保険料としても、そんな

にたくさん取れるもんではないという制

度になっているということを、しっかり

とそれこそ国に訴えて制度そのものの改

善、福祉の制度で支えないかん制度だと

いうことで、国の支出も当然たくさん。

保険というより社会保障としていただか

ないといけないと。自治体としてもしっ

かりと、全体の制度ですから、お金を入

れていかなくてはいけないと思っており

ますので、ぜひその方向をご検討いただ

くように要望としておきます。

○上村高義委員長　ほかはありませんか。

　村上委員。

○村上英明委員　初めに、この議案第３

号の件でございます。

　１０ページの歳入のところに当たるわ

けですけども、これは目１の一般被保険

者国民健康保険料、節４、医療給付費滞

納繰越分ということで、これが平成２０

年度の当初予算と比較いたしましては、

若干７００万円、８００万円ぐらいです

か、減になっているということで、この

滞納繰越分のこの平成２０年度よりも減

にしたこの考え方を、まずは１点お聞き

したいと思います。

　それから、歳出に当たりますけども、

３２ページ。この中の特定健康診査等委

託料というのが計上されておりまして、

今、補足答弁の中でも受診者増というこ

とで、金額が増額の設定をされていると

いうようなこともお話を聞きました。

　何人ぐらいの増を見込んでおられるの

か。また、この目標のパーセントですね。

受診率をお聞きしたいと思います。

　この受診率につきましては、今から約

４年後になるんでしょうか、６５％の受

診率に関してはペナルティー云々という

話が以前にあったかと思いますけども、

この辺も踏まえて、ことし何％、来年何

％というような形で階段的に目標を上げ

ておられるようなこともあるかと思いま

すけども、その辺のお考えをお聞きした

いと思います。

　それから、同じく３２ページの健康ま

つり委託料というのが計上されておりま

すけども、昨年もいろいろと、私も出席

というか、ちょっと行かさせていただい

たようなこともあって、内容的にはなか

なかいいんじゃないのかなと。そういう

ふうに思ってるんですけども、その辺で

対象者の人数がわかればお聞きしたいと

思います。

　それから、議案第１２号の件でござい

ます。

　補正予算の方なんですけども、補正予

算書の８ページのところで、この目１の

一般被保険者医療給付費ということで、

これは財源内訳の変更ということがなさ

れております。特定財源から一般財源へ

ということで、約１億１，３００万円ほ

ど。これの変更理由についてお聞きした

いと思います。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、まず保

険料の中の一般被保険者分の滞納繰越分

保険料についてでございますが、ちょっ

と基本的に滞納分の収納見込額としては、

先ほどの補足説明にもありましたとおり

１３％を見込んでおります。減になった

ところで申しますと、一部残念ながら不

納欠損額の増が見込まれるかなというと

ころでございます。

　次に、特定健診の委託料についてでご

ざいますが、受診者といたしまして約８，

１００人を見込んでおりまして、これが

率にいたしまして大体４５％を見込ませ

てもらっていただいております。

　そして、４年後までの目標でございま

すが、一応最終年次の２４年度を６５％
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の受診率として目標設定をしております。

その中で、２１年度が４５％、２２年度

が５１％、そして２３年度に５８％とい

う受診率の目標設定をしております。

　そして次、健康まつりでございますが、

１１月の日曜日に１日で開催しておるわ

けでございますが、来場者数として延べ

で約１，５００人という人数でございま

す。

　それから、補正予算の一般被保険者療

養給付費の財源内訳の変更ということで

ございますが、その理由でございますが、

実は国保の特別会計の場合、その財源に

充てさせてもらっているのが、それは国

や府等から入ってくる負担金、交付金に

なるわけですが、今回、歳入の方で前期

高齢者の交付金の概算額が確定したこと

によって、減という確定になっておりま

す。それに伴いまして、前期高齢者の交

付金をこの一般被保険者の療養給付費等

に見込んでおった部分であったりが減っ

たというところであったり、また歳出で

共同事業の拠出金も減になっておるわけ

ですが、この部分にリンクして歳入でも

減になっていくと。その歳入で減になっ

た部分も、一部この療養給付費の財源と

して見込んでおりましたので、そちらの

方が減になったことによって、一般財源

への振りかえになったということでござ

います。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　１点目のこの滞納繰越

分ですね。現年分につきましては、この

平成２１年度につきましては９２％の収

納率ということで、あと、滞納は１３％

ということなんですけども、やはり先ほ

どもいろいろこの滞納につきましては、

お話があったわけなんですけども、この

中で、例えば平成１９年度の不納欠損で

すね。約２億円近いような、１億８，７

００万円でしょうか。１９年度は決算で

あったかと思います。

　その中で、やはりこの不納欠損という

か、未収となる保険料の分ですね。やは

り、結構高額な形で不納という形に上がっ

ているのは例年あるかと思います。

　例えば、この不納が、もしなければ、

例えば法定外の繰入金とか、そういうよ

うなものがなくなるというか、不用とい

うことになるかと思うんですけども、今

までこの保険料負担軽減という意味の中

で、この法定外ということを繰り入れし

てきているというようなことも言われて

おったわけですけども、例えばこれをちょっ

と見方を変えれば、この不納の分を補て

んしているような形になってきているん

じゃないのかなと。そういうふうに思い

ますので、この辺のこの滞納繰越分を含

めて、現年度もそうなんですけども、こ

の収納率向上に向けて、やはりもっと明

確というか、しっかり取り組んでいかな

ければいけないのじゃないのかなと。そ

ういうふうに思うんですけども、それの

取り組みを、ちょっとお考えをお聞きし

たいと思います。

　それから、歳出面の３２ページのこの

特定健康診査の件なんですけども、目標

としてこの２１年度、４５％ということ

で、４年後の６５％に向けて受診率向上

ということで数字を上げられております。

　この中で、この受診の条件というんで

すかね、社保から国保に変わられたとか、

他市から途中で転入された方とかいう方

は、去年と同じような形で、この受診の

件数になるのか、この辺をお聞きしたい

と思います。

　それから、健康まつりの件なんですけ

ども、これ１，５００人ということであ

りました。

　私も、１回目の質問の中で行ったとい
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う話もさせてもらいましたし、また市民

の方も行かれたんですけども、やはりこ

の健康まつりで、例えば血管年齢云々と

か、そんなんを見ていただけるようなこ

ともあって、その辺で、今後、この食生

活ということを考えていかなあかんなと

いうようなこともお話をされた市民が結

構おられたようにお聞きしますので、こ

の辺で、この健康まつりにつきましても、

よく安威川以南、以北とかいう形で言わ

れておりますけども、この辺も、これは

要望として安威川以南という地域におき

ましても、一回ちょっとこの健康まつり

を開催していただくような形で、ご検討

をいただけないかなと。これは要望とさ

せていただきますので、よろしくお願い

いたします。

　それから、補正予算の方でございます。

　この前期高齢者とかの共同事業の減と

いう形であるんですけども、これが国の

財源の方から、それが一般財源、同じ金

額を移行しているというような形であっ

たかと思います。

　もう一回お聞きしたいんですけども、

例えばこれが高齢者医療の分が減るとか、

共同事業が減るとすれば、この１億１，

３００万円という数字が、減るというの

もちょっと考えられないのかなと。そう

いうふうに私、思うんですけども、その

辺が全く同じ金額を移行しているという

中で、もう一回ちょっと質問ということ

でお願いしたいと思います。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　それでは、まず未

収保険料への取り組みというところでご

ざいますが、日ごろから保険料の納付と

いう意味では、当然私ども、保険給付を

行うのと同様に、やっぱり大切な仕事だ

なというふうには理解しております。

　その中で、まず日常的に行っているの

が窓口の、やっぱり納付相談。保険料の

支払いが困難であるとか、いろんな理由

がある場合については、やっぱり条例で

も規定をしております保険料の減免であ

るとか、分割納付云々等々を積極的に活

用した中で、保険料の支払いの相談に応

じさせていただくと。

　そして、国保の資格が、転出であった

り、社会保険ができて、なくなるという

場合にも、保険料が幾らか未納という形

で残る場合もございます。

　その場合については、一括で納めてい

ただける場合もありますし、分割納付と

いうふうなこともございます。そのあた

りも対応させていただくと。

　その中で、残念ながら分割が不履行。

きっちり履行されないような場合もござ

いまして、その場合については、催告も

行いながら電話でも当たっているという

ことをしておりますが、やっぱりこれ、

負担の公平性の観点からも、やっぱりそ

ういう形で残った分について分割してい

ただいたけども、支払う能力が、資力が

ありながらも、分割が履行されない。ま

た、分割に至らなくても、督促、催告を

送らせてもらっておるけども、同様に支

払う能力があるのに納めていただけない

世帯については、やっぱり負担の公平性

からも、これは、やっぱり最終的には滞

納処分という手段もやむを得ないのかな

と。

　これは、ひいては国民健康保険という

制度を維持していく上でも、やっぱり必

要になってくるんじゃないかなと考えて

います。

　次に、２点目の特定健診の受診の条件

で、昨年との変更点があるのかどうかと

いうところでございますが、先ほど委員

からご質問があった年度途中で社会保険

から国保に変わられたとか、また国保か
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ら社会保険になられた、また年度途中で

の転入・転出の場合については、基本的

に特定健診の対象ではないと。このあた

りは変わっておりません。

　ただ、特定健診の対象ではないので、

こういう医療保険者がやっている特定健

診は受けれないんですけども、本市の場

合、健康推進課の方でそういう対象から

漏れる方については、特定健診と同じよ

うな内容で健診ができるようにというこ

とでの枠を取っております。

　実は、昨年との違いというところでは

２０年４月から医療保険制度が変わりま

して、７５歳以上の方は後期高齢者とい

う形になりまして、この年度途中で７５

歳の年齢到達をされる方については、昨

年はすべて後期高齢者の、大阪で言いま

すと、大阪府の後期高齢者医療広域連合

の受診対象者という形になっておったん

ですけども、２１年からは、この年度途

中で７５歳に年齢到達される方について

は、国保もしくは後期高齢での受診が可

能になってくるというその１点が、昨年

からの変更点という形になっております。

　次に、補正財源内訳の部分でございま

すが、まず、前期高齢者の交付金で約９，

８００万円ほどの減という部分で、一般

の療養給付費から減となっています。

　そして、高額の共同事業の交付金で１，

５００万円ほど減になっている部分でご

ざいますが、その部分において、実はこ

の１，５００万円については一般被保険

者の高額療養費に当たっておったんです

けども、その部分が保険料に振りかえさ

せてもらっています。その関係で、一般

の療養給付費の保険料を振りかえさせて

もらっていますので、その２つの部分で

合わせて１億１，３００万円ほどの財源

の内訳が変わるというような内容でござ

います。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　では、１点目のこの滞

納繰越分といいますか、収納率の件なん

ですけども、やはり公平性っていうんで

すかね、先ほど滞納の処分というような

ことも一つあったんですけども、やはり

支払いの経済力のある方につきましては、

やはりしっかりと納めていただけるよう

な形で取り組んでいただきたいなと。そ

ういうように思います。

　ちなみに、さっきも分割払いの話があ

りましたけども、この支払いの困難な方

につきましてはそういう形で分割納付と

か、結構ご努力をしていただいているな

と。そういうふうに思います。

　そういう中で、これもちょっと検討し

ていただければと思うんですけども、こ

の減免のこの３段階のことですね。

　これにつきましては、もう少し多段階

というんですかね、いう形での一回ちょっ

と検証も含めて一回やっていただければ

なと。そういうふうに思いますし、この

２割、５割、７割だったでしょうか、い

うことも、この減免の部分も含めて、例

えばもう少し低所得者の方に配慮するよ

うな形で、例えば９割減免とかいうこと

も含めて多段階ということも、ちょっと

また考えていっていただければなと。そ

ういうふうに思いますので、よろしくお

願いいたします。

　もう一つ、この健康診査の件なんです

けども、例えばこの基準の分母となる数

字が４月１日だったと思うんですけども、

これが、例えば途中で転入された方が、

例えば受診をすれば、これもこの特定健

診という名前で、もし受診ができれば、

この受診率が上がるのかどうかですね。

それが、例えば途中で転入された方がこ

の特定健診ということではなくて、やっ

ぱり一般健診ですよということで、もう
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制度上は、どうしてもないのか、その辺

１点だけお聞きしたいと思います。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　特定健診について

の問いでございますが、４月１日に国保

の資格があって、その方がその１年間、

４月から来年の３月までの１年間を通し

て国保の被保険者であるというのが、基

本的には条件になりますので、先ほどご

質問の中にありました年度途中での加入

という方については対象になりませんの

で、その方が、健康推進課で所管します

一般健診の方で、内容は特定健診と同じ

内容でございますけども、受けられても

特定健診の対象にはならないという形に

なりますので、逆に分母にも分子にも入

れてないという形になっていますので、

よろしくお願いします。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　この特定健診の受診な

んですけども、やはりこの４年後の受診

率６５％に関してのペナルティーという

こともあるんですけども、やはりこの保

険の給付費を、やっぱり自治体としても

下げるという努力の一つの中で、やはり

この特定健診の受診率を上げていく。そ

れは一般健診もそうなんですけども、やっ

ぱり受診率を上げていくっていう一つの

努力がね、この給付費を下げるという自

治体としての汗をかくということにもなっ

てくるんじゃないのかなと。そういうふ

うに思いますので、この辺はしっかりま

た。途中で転入された方につきましても、

一般健康診査を受けていただけるような

形で、また周知等も含めて取り組んでいっ

ていただきたいなと。そういうふうに思

いますので、よろしくお願いいたします。

○上村高義委員長　暫時休憩します。

（午前１１時５２分　休憩）

（午後　１時　１分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　質問のある方は、挙手願います。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　国民健康保険のことに

ついてお聞きします。

　市長の市政方針の中で、先ほどからも

答弁がありますけれども、大幅な赤字が

見込まれる中で、平成２１年度は、本来

条例等に基づいて賦課総額に見合った料

金改定が必要であるけれども、現下の厳

しい大不況の真っただ中において、市民

生活に最大限配慮をする必要があると考

えて、今回、料金の改定を見送ることと

したと。そういうふうにおっしゃってお

られる一方で、このまま国保財政の状況

を、しかし、放置するわけにはまいりま

せんということで、何らかの対策が必要

不可欠であるというふうにおっしゃって

おられます。

　部長の答弁だったと思いますが、先ほ

どからもありますが、歳出に見合った歳

入の確保、特定健診を初めとした医療の

適正化や負担の公平性の観点からも収納

率向上に向けた努力、条例に沿った保険

料率の設定と。そういうことをおっしゃっ

ておられました。

　先ほど滞納処分という言葉も出てきて

おります。

　そういう中で、できることとしては保

険料の減免制度の利用や分割納付も進め

ていきたいと。そういうことだったんで

すが、今の国民健康保険の制度自身の問

題ですが、この条例等に基づいて賦課総

額に見合った料金改定が必要であるとい

うこれが、このままずうっと続いていっ

て、同じようにやっていった場合、今回

は見送るということですけれども、この

条例に基づいたやり方で、本当に市民の

負担能力が続けてずっと払い続けられる

のかっていう、そういう問題が、やっぱ
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りあると思うんですね。そういうことに

ついてはどう。本来、条例等に基づいて

賦課総額に見合った料金改定が必要であ

りますというこれは、ずうっとこのまま

こういうような考え方でいって、本当に

市民の負担が限界を超える。今でも、私

は大変な負担やと思っておりますけれど

も、どう考えておられるのか、これをお

聞きしたいと思います。

　それから、一部負担減免であるとか、

分納であるとか、そういうことが窓口で

やっていただいておりますけれども、先

ほど村上委員の方から、減免の段階をさ

らに多段階にっていう提案がありました。

９割減免も検討せよというようなご質問

が出ましたけれども、この辺のところは、

減免についてはもっともっと改善できる

余地があるのかですね。

　それから、例えば障害のある人たちの

障害年金であるとか、そういうなんを、

やっぱり全部加味されて一部負担減免な

んかは、収入とみなされるというところ

で、私は少し、ちょっとおかしいなと思っ

たことがあったんですけれども、同じ家

の下で住んでいる中で、障害者自立支援

法。こういう法律の下で障害のある人の、

やはり自立を促進するというようなこと

からできていると思うんですが、このよ

うな国保の一部負担減免であるとか、保

険料の減免であるとか、そういうのを計

算するときに、このような障害のある方

の持っておられるそういう障害年金まで、

やはりやっぱり収入とみなすのかですね。

毎月最高で８万６，０００円ぐらいだと

思いますけれども、そういうのについて

も、やっぱり見られるわけですけれども、

そういう点については、やはり考慮をす

る必要があるんではないかなとも思いま

すが、その辺はいかがでしょうか。

　さらなる国保の、私はいろいろな市民

の皆さんの相談に乗っていくっていう、

やはり本当にやっぱり仕事が途中ででき

なくなって状況が大きく変わったってい

う方の相談もふえております。こういう

中で、窓口のもっともっといろいろな今

あることでできること、そういう人たち

の相談によく乗っていただきたいなと思

います。

　それから、３８ページの一般職の総括

のところで、特殊勤務手当についてはど

ういう計算をやるのかですね。それから、

時間外手当については、昨年、１１人か

ら１２人に職員数は増えていると思うん

ですけれども、相談がふえ続けていると

思うんですね。本当に割と丁寧に迅速に

相談に乗っていただいて、物すごく丁寧

に相談に乗ってもらっていただいている

と思います。そういう中でね、人員につ

いては、十分なのか、お聞きしておきた

いと思います。

　先ほどの議論の中でいろいろあったん

ですが、収納率についてどのように、昨

年から比べて今度の予算の中では、収納

率はどういうふうに見ているのか、それ

についてもお聞きしたいと思います。

　それから、老健の補正予算です。

　老健の方は、３ページの医療諸費２億

２２３万２，０００円の減額補正が上がっ

ているわけですが、その理由が、医療費

が低額であったためにということでした。

　大変大きな数字だと思うんですけれど

も、こんなに多くの乖離が出るっていう

のは、ちょっとよくわかりませんので、

支出については多く見積もり過ぎていた

んではないかなと。そういうふうに思う

んですけれども、この辺のところはどう

なんでしょうか。お聞きしたいと思いま

す。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　それでは、私ど
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もの方から老人保健医療特別会計の件に

ついて説明させていただきたいと思いま

す。

　補正で医療費が２億２００万円の減額

が出た分について、多大に予算計上をし

たのではないかという質問でございます

けれども、当初、２０年度の老人保健医

療特別会計においては、純粋な支出につ

いては３月診療分１か月分だけになりま

す。あとにつきましては、月おくれ分と

して医療機関が請求をまだしていない分

について、あと幾ら請求してくるかとい

うことを見込むことについて、１年間の

請求おくれ分が通常月の１か月のおおよ

そ２分の１程度あるのではないかという

ことで、当初予算では計上いたしました。

　それが１年間で４，０００万円程度に

なったということで、川口委員ご指摘の

とおり、医療費を多大に見込んだという

結果になっておりますけれども、月おく

れ請求分ということが、過去の実績を照

らして、どうしても推計することができ

なかったと。結果としては、多大ではあっ

たけれども、当初予算では適正な見込み

を推計することができなかったという結

果によるものでございます。

○上村高義委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　では、私の方から

国民健康保険にかかわりますご質問にお

答えさせていただきます。

　まず１点目の国保の制度に絡む部分で、

条例どおりに基づく保険料率の設定とい

うことで、将来に向けてどう考えている

のかというところでございますが、この

間、国の方では幾度となく医療制度改正

ということでは行われてきております。

　制度改正が行われている根本と申しま

しょうか、目的としては国民皆保険制度

ですね。日本国民であれば、いずれかの

保険制度に加入して医療に対する保障と

いうんですかね、保険で医療を受けて、

費用的な負担を少しでも軽減していくと

いう、こういう制度を維持していくため

の制度改正ということで行われています。

　その中で、ここ数年を見ていますと、

医療費というのは、やっぱり年々増加傾

向にあると。医療費がふえていくと、こ

れまでもご説明させてもらっているとお

り、歳入面での増というのも必要になっ

てくると。国・府・市等の負担について

は、法定の割合でふえていくと同時に、

保険料負担というのもふえてきていると

いう形になってくる場合、医療費が年々

増えていくと、保険料もやっぱり増えて

くるという形になってくるのんかなあと

は思われるんですが、その中で、先ほど、

午前中の質問でも特定健診等々による医

療費の適正化というふうな部分もござい

ました。

　これまでの保険での医療の考え方とい

うのは、どちらかというと、治療を重視

した保険ということで、医療費がどんど

んどんどんふえてきていたと。

　今回、特定健診も一つですが、これか

らは予防を重視した医療保険という考え

方で特定健診の充実であったり、医療費

通知とかを通しての医療費の適正化の啓

発等々によって、医療費の伸びを少しで

も抑えていくと。そのことによって保険

料負担であったり、国・府等の負担とい

う額も抑えられてくるのではないかとい

うようなことを考えております。

　また、あと、そしたらそれだけを待つ

のかということではなくて、本会議でも

市長からもありましたように、先ほど、

午前中の質問でもありましたが、国等の

財政的な負担割合の拡大等々をこれから

も市長会を通じて要望していくというこ

とでございます。

　次に、２点目の一部負担金減免であっ
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たり、分納等についてでございます。

　まず、午前中の村上委員からの３回目

にもありましたが、減免の多段階化とい

うことでのご要望をいただいたんですが、

お聞きしています内容につきましては２

割、５割、７割の一定所得や世帯の人数

に応じての基準で、法定で保険料が軽減

される部分についてでございます。

　この部分につきましては、法定の保険

料の軽減と申しまして、我々、条例で規

定しております減免とはまた違う制度に

なっておりますので、その点、またご理

解をお願いしたいと思います。

　一部負担金減免における、例えで障害

者年金等々を収入とみなしているところ

を考慮できないかというところでござい

ますが、一部負担金につきましては、そ

もそもが保険証を医療機関に提示される

ことによって、本来１０割かかる医療費

の７割部分が保険で見られると。残り３

割部分を一部負担金として医療機関にお

支払いいただくわけでございますけども、

基本的にはこの一部負担金、３割部分に

ついてはご負担をいただかなければいけ

ない部分かなあと考えております。

　その中で、事業の休廃止であるとか、

失業等々によって急激に収入が減少、な

いしはなくなった場合についての制度と

してこの一部負担金減免の制度を設けて

おりますので、その趣旨をご理解いただ

けたらと思います。

　次に、３点目といたしまして職員手当

についてでございます。

　特勤手当の算定ということでございま

すが、この部分につきましては滞納繰越

分の保険料を徴収した場合に、その１％

を特勤手当として支給している形になっ

ております。

　ただし、この滞納の保険料につきまし

ては、徴収員等も収納しておりますので、

当然その部分については控除した中で算

定をさせてもらっております。

　それから、国民健康保険に係る職員数

についてでございますが、２０年度、当

初１１名ということでしたが、４月のス

タート時点では１２名の職員で行ってお

りましたので、今、現状と職員数は同じ

ということになっております。

　その中で、委員からもご指摘がありま

したけども、日々、窓口の業務等々で時

間が割かれるということが多々ございま

すが、我々は基本的に窓口については、

日々、職員のローテーションを組んでお

りますので、できるだけ日々の業務につ

いては窓口に当たってないときに処理し

ていけるような形で進めておりますので、

今のところは何とか対応ができているか

なあと考えます。

　それから、４点目に予算での収納率に

ついて、過去の決算との収納率の関係で

すが、当初予算で９２％の収納率で予算

計上をさせてもらっております。

　過去の決算での収納率で見ていきます

と、１９年度が８４．６２％、１８年度

が８５．９６％、１７年度が８６．０３

％という形になっておりますので、正直、

９２％からはちょっと開いた形になって

おりますが、現状の収納率で予算計上と

いう方法もあるかなと思われますが、我々、

９２％というのを収納の目標という形で

も考えている部分もございまして、あえ

てこういう９２％という設定をさせても

らっております。

　障害年金を収入とみなすか、考慮すべ

きではという点でございますが、先ほど

の一部負担減免の趣旨でございますが、

基本的にはその一部負担金というのは負

担していただかなければならないものと

考えておりますので、この一部負担金減

免の制度の趣旨といたしましては、事業
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の休廃止など、家計の重大な影響で収入

が激変した場合の措置としてこの一部負

担金減免の制度を設けておりますので、

委員からご質問がありました障害年金等

については考慮すべきということでござ

いますけども、一定収入としては恒常的

にあるものということでありますので、

こちらの方は収入という形で現状見させ

てもらっています。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　法定軽減の、だから９

割の法定軽減も、法定とは言わないかも

しれませんが、先ほどの９割ということ

なんかについては、できるのかと聞いて

いますので、もう一回確認したいと思い

ます。

　法定軽減であろうが、減免であろうが

ね、減免できますかって聞いているんで

すが、市の方がそういうことについても

検討しようと思えば、やはりできんこと

はないんだなというふうに思いますけれ

ども、もう一度お願いしたいと思います。

　それから、国民皆保険制度であるから、

私たちは社会保障の制度の、いわゆる最

後の国民の皆さんがね、やはり安心して

医療が受けられる制度にというか、そう

いうことの中で、国民健康保険というの

は、やはりつくられていると思っていま

す。

　だから、もっともっと根本的には、国

の方で社会保障の予算をふやしていくっ

ていうそういうところが、やっぱり根本

的なところでは、やっぱり国の国庫補助

が足らないと。そういうふうに思います

けれども、医療費はふえて、医療費はこ

れからもふえるから、ほな、保険料もど

うぞ、ずっと上げなければならないって

いうような考え方で、今、市民の皆さん

の暮らしの実態を見たときに、年金は全

然ふえない。年金から、なおかつどんど

ん天引きされる。そういう中で、食費を

やっぱり、食費とか、ふだんの暮らしの

予算を削ってしか、やっぱりもう生活、

それしかできないですよね。そういう中

で国民健康保険料が同じようなこの考え

方で、いろいろ支出がふえたら、保険料

も上げざるを得ないっていう、こういう

ようなことでは、やはりもう限界がきて

るんじゃないですかって言ってるんです。

　一生懸命窓口の職員の皆さんは、いろ

んな相談に乗っていただいて、分納であ

るとか、相談に乗っていただいておりま

すよ。

　だけど、もうそれも、ほぼ、やっぱり

ぎりぎりの段階に、やっぱりきていると

思うし、保険料については、ことしは、

それを据え置いたと言うけれども、市長

の答弁や部長の答弁の中に、本来条例に

沿った保険料改定が必要であると。そう

いうふうに、やっぱりおっしゃってるわ

けですね。

　このことをやっていったときに、本当

に市民の負担は、ずうっと減ることがあ

るんですかね。保険料が下がることがあ

るんですかね。その辺のところもよくわ

かりませんので、やはりこの考え方でい

くと、ずうっと上がり続ける。もう限界

を超えていると。そういうふうに思いま

す。

　部長の方で、この考え方について、や

はりこれは、この考え方は、やはり基本

にあると。そういうことだと思うんです

けれども、これ、ことしは見送ったけれ

ども、次はどうするのかっていうのは、

もちろんもう出てきますよね。この国保

の財政をどうしていくのかっていう根本

的なところを、市民の皆さんの負担だけ

には、やっぱりできないでしょう。収納

率は上がらないですよ。絶対上がらない

です、これ、いくら頑張っても。もう限
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界がきていると思います。

　その辺の考え方について、副市長でも

部長でも結構です。

　やはりことし、今回は今の厳しい不況

の真っただ中において、市民生活に最大

限配慮する必要があると考えたと。

　これ、３年後に消費税増税ですよ。や

るかもしれないですね。

　もっともっと市民の暮らしは大変です

よね。

　それに、市長が就任されて２年目です

かね、やはり国保を上げられました。そ

のとき、そしたら、市民の暮らしはどう

やったかと言うと、決していい状態では

なかったです。それでも国保料を上げら

れました。

　これ、後年度にどんどん上げるってい

うことを選択をしようとしているのかで

すね、９月の市会議員選挙が終わった後、

どっと値上げがくるんではないかなとい

う、そういう不安も感じているわけです。

その辺のことについてね、本当にどうし

ようとされているのか。

　職員の方たちは、私はよく頑張ってい

ただいていると思います。本当に窓口も

改善されたと思います。

　それから、特殊勤務手当っていうのが、

滞納繰越分の１％をワークシェアするっ

ていう、職員でね、そういうことなんで

すけれども、本来、特殊勤務手当いうの

は、そういうふうに計算するものなんで

すか。

　国保っていうのは、まだ長年そういう

ことでやっているのか。どこもそういう

ふうにやっているのか。ちょっと私、よ

くわかりませんのでね。

　大変な、やっぱり仕事だと思いますが、

こういうこと、やっぱり滞納分をどんど

んやっぱり、徴収率を上げるっていう、

そういう目的からだとは思いますけれど

も、本来、特殊勤務手当っていうのはこ

ういう考え方でやるものなのか、教えて

いただきたいと思います。

　部長の方からでも結構です。お願いし

ます。

　老健の方で、医療費の予測が、なかな

かできなかったと。そういうことなんで

すが、２億円も、すぐこんな差が出るも

んなんですかね。そこがよくわからない

んです。

　国保の財政の中で、老健の占める割合

のときに、２億円ぐらい乖離があったと

きもあったんですけど、今回のこれにつ

いては後期高齢医療なんかとの絡みがあっ

て、多く、やっぱり見積もり過ぎてたん

ではないかなっていうのがあるんですけ

ども、もう一回お願いしたいと思います。

○上村高義委員長　そしたら、佐藤部長。

○佐藤保健福祉部長　国保それから老健

の運営につきまして何点かご質問をいた

だいておりますので、私の方から一括し

て答弁をさせていただきたいと思います。

　まず、一つはこの、いわゆる老健の問

題でございますが、先ほど担当参事から

１回目ご答弁を申し上げましたように、

いわゆるこの医療費の部分については過

誤調整であるとか、また基本は、当月分

の医療費については翌月の８日までにそ

れぞれの審査支払機関に請求するという

ような形になっていますが、月おくれ請

求っていうのが随分あるという中で、な

かなか見込みにくかったということで、

そういう中で、基本の話としてはこの、

いわゆる国保にしても老健にしても、医

療費の支払い部分については、請求がき

た段階で、まさにこの医療保険制度を維

持していくためには、保険者は期限内に

医療費の支払いをしていく必要があると

いうことで、そういう部分も加味した中

で、結果論としては、この３月議会での
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減額という部分から見たときには、ちょっ

と予算の見込み過ぎだったんと違うかと

いうような側面は出てこようかと思うん

ですが、このいわゆる医療保険の仕組み

上、一定その点についてはご理解をいた

だきたいというように考えております。

　国保の方に入りますが、先ほど軽減９

割ができないのかということでのご質問

でございますが、制度的にはできないと

いうことにはならないのですが、ただし、

いわゆる制度的に軽減をやろうという形

になれば、まさに国のこの軽減制度が、

２割、５割、７割の分が９割というもの

が出てくれば、これは可能なんですが、

このいわゆる軽減という枠を超えて減免

という中で対応しようというようなこと

になると、一定の所得の方は一律減免と

いうことは、このいわゆる減免の制度の

趣旨から外れてしまうというようなこと

で、これはなかなか難しい。

　ただし、特定の条件に当てはまる方に

ついては、申請により、このいわゆる均

等割・平等割部分を、現在、例えば７割

軽減受けている方に積み増しで２割減免

をすると。結果的には、被保険者にする

と９割軽減と同じ状態にするということ

は、制度的には可能です。

　ただし、繰り返しますが、一定の所得

の方を一律にということは、いわゆるこ

の減免の制度上は難しいという状態でご

ざいます。

　それから、国保の保険料の設定に当たっ

て、条例準拠というようなことについて、

せんだっての本会議の際にも申し述べて

きておりますが、確かにこの国保、毎年

のように保険料率が徐々にアップしてき

ている。

　これについては、これまでからもご説

明をしてますように、医療費の増嵩とい

うことを背景にして保険料率のアップを

お願いしてきているわけですが、そうい

う中で、市民一人ひとりの立場からする

と、例えば１０年前は幾らだったのに、

今は例えば倍になってしまったという部

分で、年々、保険料の負担が上がってき

て、負担感が更新してきている。これは

もう現実、そのとおりだろうと思うんで

す。

　ただし、私どもとしては、この国民健

康保険というのは、まさに摂津独自の制

度ではなくて、まさに日本の、いわゆる

全国津々浦々の方々の医療部分の保障を

するというようなことで設けられている

国民健康保険制度、こういう中での話で

もございますので、そういう中で、この

制度をきちっと維持していこうと思うと、

医療費を賄うための歳入がやはり確保せ

ざるを得ない。

　ただ、そのときに、私も日々、市民の

方々と接している中で、そういう市民一

人ひとりの負担感ということも十分感じ

ているわけですが、そういうことと同時

に、例えば摂津市での保険料率が他市と

比べてどうなのかという視点もやはり一

定押さえておく必要があるというふうに

考えております。

　これが、いわゆる同じ所得層の摂津市

民の方、他市の方、こう見ていったとき

に、摂津の保険料率が突出しているとい

う状態なのかどうか。

　これまで、この民生常任委員会の中で

も、折に触れ説明もしてきておりますが、

そういう部分で言うと、本市の保険料率

は決して突出しているわけでもございま

せんので、そうなるとそういう中で一般

会計から繰り入れをして、いわゆる他市

よりも総体的に低いレベルにあるものを

維持するということがどうなのかという

部分も私どもとしてはやはり考えていか

ざるを得ない。
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　また、それと同時に担当課長の方から

のご答弁でも申し上げておりますように、

それでは保険料率の調整だけでいいのか

という問題が現実にあります。

　これは、午前のご審議の中でもご指摘

がありましたが、やはり保険料の滞納と

いう問題があります。

　これは、現在、収納率が８５％を下回っ

ているわけですが、これが近隣各市軒並

み同じ状態というわけでは決してござい

ません。

　近隣各市の中でも、やはり９０％を超

えているところもありますし、そういう

部分は、やはりそういう市への対応を十

分研究しながら、これは私どもとしては

努力をしていく。

　これは、ある意味で言うと、市民一人

ひとりの保険料率をできるだけ抑制する

という観点からも、やはりやっていかな

あかん課題であるというふうに考えてま

す。

　ただし、これを言うと、やみくもに強

制処分をするのかということになります

ので、これはやはり、このいわゆる保険

料が滞っている方々の状況を十分精査す

る中で、やはり私どもとしては、基本と

しては、所得の少ない、やはり保険料が

どうしても払いにくいというような部分

については、減免を最大限活用するなり、

分割相談に応じるなりというような対応

をしながら、一定の所得があり、また一

定の資産があるにもかかわらず、お支払

いに応じていただけない方々については、

これまで以上に踏み込んだ対応を考えて

いかざるを得ないと、こんなふうに考え

ております。

　それから、次に、そういうことで、先

ほど保険料率は下がるのかというような

ことでのご質問がございましたが、今の

全体の状態としては下がるという見込み

は非常に立てにくい、上がるという状況

は想定できても、下がるという状況は考

えにくいのが現状でございます。

　それから、次に特勤手当の問題でござ

いますが、これは実は私も数年前まで国

保年金課長を拝命しておりましたので、

内容的なことは十分承知をしております

が、これは先ほど担当課長が申しました

ように、滞納繰越分を徴収した場合、こ

れは特別徴収員なり普通徴収員が徴収し

てきたものを除いた残りについて、１％、

特勤手当というような形で職員にお支払

いしてきているわけですが、これ、一般

的に申すと、例えば督促に仮に夜間に訪

問をしたと。そこで、仮に１万円いただ

いてきたと、この１万円の１００分の１、

これ非常にわかりやすい。

　本来的には、そういうわかりやすい制

度が望ましいということは私も思ってお

りますが、現実の日々の業務の中では、

納付が困難だというようなことで相談に

来られた、この方々に対する分割の相談

に乗ったりというようなことで、窓口で

の応対が相当の頻度になる。

　それから、国保をやめて社保に切りか

わったりというようなときに、喪失届を

出してこられたときに、これこれの保険

料がたまっていますよということで、こ

の部分のお支払いをいただきたいという

のは、相談を窓口でする。

　こういうことで、窓口の業務はローテー

ション勤務をしておりますので、厳密に

申しますと、その滞納分で入ってきた部

分がだれがどのときにというようなこと

を特定しにくいということと、国保全体

として、やはりこの滞納保険料を少しで

も徴収していくという観点から、全体を

職員数で案分した中で特勤手当という形

で支出をさせていただいているという、

こういうような趣旨でございますので、
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よろしくご理解をお願いしたいというふ

うに考えております。

○上村高義委員長　副市長にも指名があ

りましたけども、保険料率と財源確保の

問題、あと収納率等々について、答弁願

います。

○小野副市長　債権管理対策協議会とい

うのをつくっております。

　これは、１９年の１１月に、私どもの

施策は政策推進会議というのをつくって

おりまして、これは次長級ですけれども、

そこでこれはやらなければならないとい

うことで、２０年の２月にこの協議会を

立ち上げております。

　それで、この中で来週、この議論をし

たいと思っておりまして、確かに強制徴

収が可能な債権と、それから裁判手続で

なければできない債権、二つの部会をつ

くっておりますので、その中で、国保だ

けをターゲットにするわけではございま

せんでして、私が持っておる資料では、

不納欠損が１３年度から１８年度までで

全体でこの６年間で１６．５億円の不納

欠損を持っております。そのうち国保が

１０．５億円、約６４％まで残っておる

というのが現実でございます。

　当然、国保というのは、先ほど言われ

ていますように、高齢者の方や低所得者

の方を多く抱えているからではないかと

いうこともあるんですが、それでここを

一度分析をしなければならないと思って

ます。

　今まではこういう形で参りましたが、

その場合に、先ほど村上委員が言われて

いるような中身も含めて、私は一遍、窓

口をきちっと開いた上で、一遍、議論を

してみたいと思ってます。

　当然、とれない方はとれないわけです

から、その上に立って、どういう形でもっ

て、この不納欠損にならないような、収

入未済額にならないようなことを考えて

いかなければならないということで、来

週、会合を持って、来年度中には、早い

時期に一定の方向をまとめたいと思って

おります。

　もう一つは、市長も言いましたように、

これちょっと古いんですが、２００７年

の２月１４日に全国の、これは課税総額、

分母が納税者数、それから分子が課税総

額と思いますが、府下では、２００４年

度の最高は箕面市で、最悪が、もう出て

るからいいんですが、これは市では門真

であります。箕面は４６４万円、摂津が

３２３万、いわゆる箕面が全国１８位、

摂津が５５０位、門真が７４８位、３１

１万。

　それで、この門真の問題というのは、

これ、１０時のゴールデン番組で、５８

億でしたか、国保会計の赤字を抱えてい

るということで、これ、大きくテレビ報

道されました。確か、これ、門真だった

と思います。

　まさしく、所得とこの部分の赤字は比

例しているということでありますから、

私は大きくは、市長も言っていますよう

に、日本の非常によかった「どこでも、

いつでも、だれでもすぐ医療が受けられ

る」と。

　ところが、これは世界の長寿国になれ

た原因でありますが、いわゆる問題にな

りました７５歳以上の医療費の伸びがす

さまじいということで、医療保険制度自

体が崩壊するということで、７５歳を切

り離す後期高齢者制度ができたと、これ

はご存じのとおりであります。このとき

に、かかりつけ医問題も議論になりまし

た。これも若干、いろんな議論があって、

つぶれたわけであります。

　それで、こういうことの中で、一つ特

徴が出てきたのは、１月に北大阪副市長・
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副町長連絡会総会がありました。ちょう

ど１月２１日でしたから、予算査定真っ

最中に副市長が集まる機会がありまして、

ここで国保の議論になりました。

　そのときに６５歳から７４歳までの移

行撤回の方の、国保に残らないといけな

いので、影響調査が出てまして、これが

何と北摂７市で７５億程度出てます。

　これ一つ見ても、最高は、市の名前は

申し上げませんが、２０億からの影響額

を受けたと、国保に残ったのに。異常な

ことでありまして、これは確かに先ほど

言いましたように、一定議論が国保はも

う破綻と、もしくは破綻が近づいている

ということは間違いありません。

　そして、私、これももう一遍議論した

いところがあるんですが、摂津の２００

０年の国勢調査で、これからも視点とし

て一遍議論していただきたいんですが、

８万５，０００人で６５歳以上は９，８

００名程度おられます。１１％程度。

　ところが、２０１５年には７万７，０

００人に下がって、その６５歳以上が約

２倍、１万９，６００人までにのぼると

いうのが、これは厚労省の調査で出てお

ります。

　そうしますと、何が起こるかと言いま

すと、まさしく高齢者と低所得者の方が、

国保にどっと流れ込んでくるということ

ですから、これはいかんともしがたい状

況でありますから、基本的にやはり、市

長も精いっぱいだと言ってますが、やは

り国に対しての一定の、まずは強く財政

措置を求めると、国庫負担金の割合の引

き上げなり調整交付金の減額というのは、

このとおりでありまして、こういうこと

が出てきている以上、摂津の所得、そし

て２０１５年に向ける高齢者数から見ま

して、一気に国保に入ってくるとなりま

すと、私は将来的には、私の個人的見解

でありますが、医療制度そのものを組み

直してくれないとどうにもならないと思

います。

　そして、仮に先ほど川口委員も言った

ように、私も同感のところがありますが、

消費税が上がるとなれば、それは食料品

を云々もありますが、それをある程度特

定財源的に、年金であるとか、医療に使

うとか、そういった思い切ったことをし

ないと、これは日本全国の国民健康保険

が破綻でありますから、第２の門真の問

題が大阪府下に続々と出てくると。

　もう一つ気になりますのは、自治体の

再生法であります。これの連結決算が赤

字で全部入ってきますから、このことも

よくよく見ておかないと、危ないと思い

ます。

　そういうことをわかりながらも、今年

度は森山市長の判断で、来年度はこのよ

うな状況だから、一定の方向でやらせて

いただきました。

　仮に、来年度、法人市民税等が非常に

よい状態であるならば、これはうれしい

ことでありますから、ただこれからのや

つはもう少し法人が厳しいというふうに

見てますので、ますます状況が悪くなる

だろうというふうに思ってます。

　そういった全体の中で、この債権の協

議会、私が会長で、部長も全部入れてま

すので、これは国保料を含めた、この中

身をどういう形でもって処理をするかと

いうことを議論したいと思っております。

　それについては、先ほど言いましたよ

うな、いただくべき方については、一定

の中身でもって措置をしなければならな

いし、いただけない方については、先ほ

ど議論があった、村上委員なりがいろい

ろおっしゃっているようなことも、もう

一遍、不納としないで、議論したわけで

すね。そこはそこで、一定の、どう市と
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しての社会的弱者の方に配慮できるかと

いうことも、これは不納としないで、議

論したいと思っております。

　とりあえず、今、そういうことの中身

を披瀝いたしまして、来週、これをやっ

た上で、早期に議会には一定の報告もさ

せていただきたいと思っていますし、も

う一つ、北摂７市がどういうふうにこの

７４億円問題も含めて、あのときはまだ

赤字で持っていくか、そのままもう一般

会計が危ないからということでやるか、

ある市はもう一般会計で一遍消さなあか

んという形もあるし、赤字で持っていき

たいということもありましたし、若干の

保険料で措置というか、これ、ばらばら

になっておりましたから、２１年度が明

けましたら、それらも見ながら、やはり

近隣各市の状況も大きく影響するわけで

すから、多角的に一度議論をした上で、

できるだけこういうような債権管理対策

協議会のまとめを議会にお示しをするこ

との中で、いま一度議論願いたいなとい

うふうに思っていますので、そういう形

で、私どもが勝手にやりませんので、議

会で十分議論させていただきますので、

そういうこともちょっと待っていただき

たいなと、今はそのことしかまだ申し上

げられないと、状況は極めて悪いという

ことだけ申し上げた上で、何らかの対策

が必要だということを申し上げておきた

いなというふうに思います。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　国保運営協議会という

ところで、やはりこの保険条例等に基づ

いた保険料の改定をするという、そうい

うことではなくて、やはり条例そのもの

についても考えていかなあかん、そうい

うことだとも思うんですね。

　それと、もう一つは、やはり今回は据

え置きということになっておりますけれ

ども、実際にはやはりそれでもなかなか

年金から天引きというのが始まってます

から、そういう特徴の分では入ってくる

でしょうけれども、やはりなかなか厳し

い方もたくさんおられると思います。

　そういう中で、一定、年金からの天引

きの部分で言うと、入りやすくなったと

言ったら入りやすくなったという、市の

方からしますと、そういう点で言うと、

一定改善してくる部分もあるのかなとも

思ったりしますけれども、国保運協でぜ

ひそういうような議論、条例そのものに

ついての、やっぱり今、副市長がおっしゃっ

たようないろんな矛盾がありますよね。

そのことについての議論とか、それから

やはり私は値下げをして収納率を上げて

いくということもやはりありだと思うん

ですね。そういうことについても、ぜひ

検討していただきたいと、そういうふう

に要望しておきたいと思います。

　さまざまな医療の問題で、本当に国保

財政がもう本当に破綻するのではないか

と、そういうふうに懸念をされている、

そういう中で、先ほど２０１５年には摂

津の人口も減るであろうと、そういうふ

うにおっしゃいました。それが確実かど

うかはまだわかりませんけれども、今、

子育て支援とか、それから医療費の助成

であるとか、そういう点で言うと、やっ

ぱりこの間の議論からも続いてますけれ

ども、摂津に住んでよかったと思っても

らえるような、そういうまちをつくって

いくことで人口もやっぱりふえていくん

ではないかなと思います。

　だから、本来のやっぱり住みたいまち

になるというか、そういうことはどうい

うことなんかということで、ぜひもっと

もっと安心して医療が受けられるような、

そして暮らしていけるような、そういう

摂津になるように、いろいろな関係のと
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ころとやはり努力をしていただいて、国

にももっともっと働きかけていただきた

いと、そういうふうに要望しておきたい

と思います。

○上村高義委員長　ほか、ございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後１時５４分　休憩）

（午後１時５５分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第９号及び議案第１６号の審査を

行います。

　本２件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　後期高齢者医療制度は、

わが党も差別医療そのものだという意味

で反対をしております。

　まず、これは１番目として、まず補正

予算の方からちょっと伺いたいと思うん

ですが、６ページのシステム開発委託料、

これは広域連合に合わせるということに

なるんだと思うんですけれども、この事

業に対する市の独自性というか、かかわっ

ていくことはあるのでしょうか。その１

点、お聞かせいただきたいと思います。

　そして、２点目に、当初予算でもそう

なんですけれども、これ、市としては保

険料を集めて連合に納めるという仕事だ

けということになるんだと思うんですけ

ども、７５歳以上のお年寄りがどんな病

気で、どんな状態であるかということが、

市ではどういうふうにつかむようになる

と考えておられるのでしょうか。

　７５歳以上の、これは線を引かれまし

たけども、お年寄りの健康に対して市が

どう考えておられるのか。

　国保では、先ほど出ましたように、メ

タボ健診とかが導入されました。この後

期高齢者では義務ではないとされました。

ですから、医療導入のときにも健診の話

も大分しましたけれども、連合体の取り

組みとして、健康診断事業などを市とし

てはつかんでおられるのか、お聞きした

いと思います。

　それから、もう始まっています年金か

らの保険料天引きなんですけれども、こ

れについては、ことし広域連合の方は選

択制として自治体に任せると、代表質問

でもやりましたけれども、これは無条件

に選択させてあげるというか、そういう

ことにするべきではないかということに

ついてお聞かせいただきたいと思います。

　それから、この後期高齢者医療保険制

度についても、資格証の発行についてお

聞きしたいと思うんですが、これ、広域

連合の方で、この間、議会で確認がされ

ておりますが、もう一回確認したいと思

います。

　まず、資格証を発行しないという方の

条件です。一つ、納付誓約をして分割払

いという約束ができた方、これは資格証

を発行しない。均等割で、これの軽減の

対象である方、これも資格証の発行の対

象にしないと。それから、保険料猶予、

減額対象、こういう対象者の方も資格証

の発行を避けるものとして確認されたと

いうふうに聞いておりますけれども、そ

れでよろしいでしょうか、お聞かせいた

だきたいと思います。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　まず第１に、補

正予算の件でございますけれども、当初

予算３１５万に補正予算１０４万６，０

００円を追加し、４１９万６，０００円

の事業でシステム改修を行うものでござ

います。
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　これにつきましては、４月に長寿医療

開始以来、国民各位の批判を受け、政府・

与党で改善を図られたところでございま

すが、それにつきまして補正予算が可決

され、それに基づいて長寿医療円滑運営

補助金としてシステム改修を実施するも

のでございます。

　この内容につきましては、一つ、２１

年度に均等割の９割軽減を新設すること。

それから、収入、年金収入２１１万以下

の方に所得割の５０％の軽減をすること。

それから、社会保険の本人の被扶養者に

ついては、２１年度も均等割の１割にす

ること。四つ目に、年金天引きから口座

振替を認めること、年金天引きと口座振

替の調整をすることを内容としたシステ

ム改修でございます。

　山崎委員の質問にあります「市の独自

性はあるのか」という問いでございます

けれども、これは国の補助制度に従った

改修でございまして、市の独自性はあり

ません。

　４１９万６，０００円の財源は、全額

国庫負担でございます。これにつきまし

ては、補正予算終了後、システム改修に

かかりたいと思いますので、繰り越しで

お願いしたいというふうに考えておりま

す。

　次に、７５歳の方についての健康をど

ういうふうに考えているかということで

ございますけれども、委員ご指摘のとお

り、７５歳以上の健診事業につきまして

は、広域連合の努力義務となっておりま

す。

　しかし、大阪府後期高齢者医療広域連

合では、７５歳以上の方、全員に健診を

する受診券を送らせていただいて、受診

の機会の確保に努めているところでござ

います。

　次に、年金天引きについてでございま

すけれども、年金天引きと口座振替の選

択制については、私どもも特段口座振替

に移られる方に条件はつけておりません。

先ほど国保課長が答弁されたのと同じ内

容でございます。

　なお、後期高齢者医療におきましても、

４月に年金天引きされる２，５７２件の

方にダイレクトメールを通知いたしまし

て、１２６件の方が口座振替に変わられ

ております。

　次に、資格証明書の問題でございます

けれども、資格証明書の対象外として確

認を求められました納付誓約のある方、

７割、５割、２割の法定軽減を受ける方、

それから市に猶予を認められた方につい

ては、ご指摘のとおり、資格証明書の対

象とはなりません。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　今のシステム開発の問

題では、ことしから９割軽減、またほん

まにいいことなんですけども、低所得者

の方に減免がされて、保険料が軽減され

るということなんですけれども、でもこ

とし限りですよね。

　その辺もちょっとお聞かせいただきた

いと思うんですけれども、結局、これは

また上げてもいけるというふうに国は判

断してるのかどうかなんですけども、必

要だという軽減であるなら続けるべきで

はないかと思うんですけれども、お聞か

せいただきたいと思います。

　それと、健康診断の話ですけども、受

診券を配られたということなんですけど

も、先ほどメタボ健診の受診率の話も出

てましたけども、これ、どのくらい受け

られたかというのはおつかみになられて

ますでしょうか。

　今回、後期高齢者の方は、自治体とし

てはほんまに窓口業務というか、スルー

の仕事ばっかりにさせられてしまってま
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すので、この辺を、やっぱり摂津市民の

健康に責任を持つという立場でつかむ必

要があるんじゃないかと思いますので、

お聞かせ願いたいと思います。

　それから、資格証については、そうい

う意味で低所得の方は基本的に資格証も

発行しないというネットがある程度引か

れたのかなと思っているんですけども、

それでも納付ができない、お金が払えな

いということで、資格証が発行されてし

まう。先に短期証と、それから確認もし

ながらという話は伺ってますけども、先

ほどの国保でも一緒なんですが、もう連

絡とれない云々ということで発行されて

しまうということは、危ないと思います

し、あきらめずに対処していただきたい

と思うんです。

　これ、要するにほんまに連絡とれなく

て、資格証の発行要件がそろってしまっ

て出さないかんのやということは、結局、

この方を医療保険から排除することに対

して市があきらめてしまうというか、広

域連合ですけれども、広域連合があきら

めてしまうような対処だと思うんです。

　あきらめられてしまう方は、ほんまに

医療が受けられないということになると

思いますので、資格証の発行についても

どういうふうに取り扱われるか、これも

広域連合は自治体でやってくださいとい

うふうな形になっていると思いますので、

もう一度確認したいと思います。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　２１年度の国が

新設いたしました９割軽減でございます

けれども、これが２２年以降続いていく

かどうかということについては、今のと

ころ、私どもの方では情報は持っており

ません。

　２０年度に７割軽減を８．５割軽減に

した経過があります。２１年度は、その

８．５割軽減を廃止いたしまして、７割

と９割に分けるというふうに実施されて

いくというふうに聞いております。

　次に、健診の状況をどのようにつかん

でおるかということでございますけれど

も、私ども、現在のところ、広域連合か

ら発券された受診券によって医療機関に

かかられた受診者数はつかんでおりませ

ん。

　ただ、保健センターでの健診について

は、人数をつかんでおります。

　７５歳以上の１９年度の健診は１１５

人、２０年度は１９２人というふうに、

保健センターでの健診を受けられた７５

歳以上の人間については、以上のとおり

把握いたしております。

　次に、資格証でございますけれども、

資格証明書につきましては、やはり資格

証明書の発行が、この制度が７５歳以上

の方を対象にした制度である。これは、

すべての事業に通じるとは思うんですけ

れども、７５歳以上の方を対象にした制

度であるということを基本に、広域連合

と連携をとりながら、７５歳以上の方に

つきましての受診機会を制限しないよう

な形で努力していきたいというふうに考

えております。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　軽減のことなんですけ

れども、国の方は批判を受けて、場当た

りなんですよ、この９割軽減。だから、

８．５割軽減が９割軽減になる方もいれ

ば、７割に戻る方もいる。

　結局、この８．５割にしたり９割にし

ている部分が来年からは恐らく７割に戻っ

てしまうということになるんじゃないか

と思っていますけれども、本当にお年寄

りの医療をどう考えているのかという点

では、首をかしげるところがいっぱいあ

る制度だと思っております。
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　自治体としては、広域連合化をさせら

れてしまいまして、本当に基本的には徴

収の窓口ということだけになってしまう

んじゃないかと思っています。納付相談

など、きめ細やかな対応を求めたいと思

うんです。

　盛岡市の例で聞いておりますところは、

相談に乗る中で、後期高齢者医療の相談

窓口が多重債務の問題までお話に乗って、

その方の納付の話を進めて助けていると

いう話も聞きました。

　保険料だけの話ではなくて、お年寄り

の健康の問題などもしっかり対応できる

ような窓口業務をつくっていっていただ

きたいと思いますので、要望としておき

ます。

○上村高義委員長　ほか、ありませんか。

　川口委員。

○川口純子委員　１２ページの一般管理

費の中で徴収費というので、保険料徴収

員報酬というのが上がっていますが、こ

れは実際にはどういうことをされるのか。

徴収員だから徴収に行かはるのかなと思

うんですけれども、そのことをちょっと

お聞きしたいと思います。

　それから、今、山崎委員の方から、後

期高齢者医療制度は国会では参議院で廃

止法案が可決をしています。衆議院の解

散総選挙がいつあるかわからないという

状況の中で、この制度が本当にこのまま

続くのかどうか、国民の声がやっぱりま

たしっかりと判断を下していくというこ

ともあると思いますし、やはり悪い制度

であれば、きちんと直していくというこ

とがやっぱり安心して医療を受ける、高

齢者の医療差別をしないという、そうい

うことが大変大切だと思います。

　この後期高齢者医療制度での窓口での

相談とか、そういうのが本当に把握でき

ない。後で審議する地域包括なんかで、

介護保険に非該当というか、要支援の方

たちへの、そういうことについては一定

把握できるけれども、この医療のことに

ついては、何か全く把握できなくなって

しまってきているという、そういうこと

があると思うんですね。

　だから、本当にこのことについては、

やはり一日も早く廃止して、やはり元の

制度にきちんと戻していくということが

大切だと思っております。

　そういう中で、もう一つ、１０ページ

のところですね。当初予算のところで、

特徴、普通徴収、滞納繰越分の保険料と

いうのが上がってるんですが、これ大体

の人数というか、そういうのはわかるん

でしょうか、お願いします。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　まず、徴収員の

制度でございますけれども、長寿医療が

始まりまして、保険料の徴収、普通徴収

の方なんですけれども、従前、国民健康

保険の時代に集金人さんに集金されてお

られた方、この方については、制度が変

わったからといって集金をやめるという

ことはできないという形で、継続して、

会計は後期高齢者医療特別会計になりま

したけれども、同じ方が同じ人に徴収に

行くという形で予算を組ませていただい

ております。

　ただ、２１年につきましては、やはり

普通徴収については、実際、支払う意思

があるんですけれども、納付方法がわか

らないとか、いろんな条件で支払いがお

くれている方もおられますので、そうい

う方にも２１年度は徴収員さんに回って

いただきたいというふうに思っておりま

す。

　それから、特徴と普徴の人数でござい

ますけれども、予算組みの中では、３，

９７０人を特別徴収として組ませていた
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だきました。そして、普通徴収では、１，

７０１人で組ませていただいたんですけ

れども、実際は普通徴収と特別徴収が、

２０年度は国の制度変更で特別徴収であっ

た方が普通徴収になってしまったり、特

別徴収であった方が８．５割軽減がかか

ることによって、後半、保険料支払いが

なくなって普通徴収に変わるということ

になりまして、単純に１人の人間が普通

徴収、特別徴収ということで分けること

ができない状態になっているということ

をちょっとご理解願いたいんですけれど

も、そういう形で予算組みをさせていた

だきました。

　次に、滞納の状況なんですけれども、

私ども今、特別徴収の方については滞納

はないんですけれども、１２月現在で、

７月から１２月まで保険料を払っておら

れない方が１１９人おられます。

　この方につきましても、徴収意欲がな

いんではなくて、保険料の納付書を送っ

たり督促状を送らせていただいても、従

前の国保のままで保険料が納まっている

とか、そういう形で大半の方が自分で認

識されていない方が多いかなというふう

に思っております。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　よくわかりました。

　国保のこれまでの徴収をされていた方

が、今度の後期高齢者医療になったから、

その同じ方が集金に行くということなん

ですけれども、１１９人の、７月から１

２月の間の未納の方ですね、国保もそう

なんですけど、こういう封筒で送ってく

るんですね。やっぱり、字も小さくて、

後期高齢の案内はどんなふうになってい

るのかちょっとよくわかりませんけど、

言葉も難しくて、なかなか来ててもわか

らない、難しいです。

　何月かなと思ったら、何期だし、期別

で書いてあるし、職員の方は、職員の方

が来られたらそれで説明できるけれども、

なかなか市民の方は、ましてこの後期高

齢の制度を、納付書を送っても何のこと

かわからないというのはやっぱりあると

思うんですね。

　そういう点で言うと、やっぱり徴収員

が行ってもらっている方はいいですけど

も、その人は大体納められますわね。そ

うでない方については、やはり手間もか

かって、いろいろ手間暇かかると思うん

ですけども、その辺については、認識さ

れておられないということで、それは後、

どうなっているのでしょうか、どうして

いこうとされているのでしょうか。

　その点については、やっぱり未納とい

うことになってしまうわけですから、先

ほどからの話の中で、資格証明書は発行

しないという方向で考えておられるよう

ですし、それは当然のことだと思います

けれども、そのことについても、やっぱ

りよりわかりやすく、後期高齢だけじゃ

なくて、国保もです。国保も、介護も、

全部です。もっともっと本当にわかりや

すいような、もっと単純な形で納付書の

ような形のいろんなものが送られる場合、

もっと優しい形でやっていただきたいと、

そういうふうに思います。

○上村高義委員長　寺田参事。

○寺田国保年金課参事　先ほどの７５歳

以上の資格証明書の交付でも、この制度

がやはり７５歳以上の方を対象にした制

度であるということで、当初、普通徴収

は７月から始まるんですけれども、７月

の最初の収納を見たときに大変な未納率

が出た。

　今、ご指摘のように、やはり７５歳以

上の方の制度であるということは肝に銘

じてこれから事務を進めていきたいと思

います。
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　この収納率につきましては、広域連合

も国も、やはり徴収意欲のある高齢者の

方からきちんと徴収されていないという

大きな問題だというふうに取り上げてお

りますので、私どもの方も、今後、７５

歳以上の高齢者の方の徴収については抜

本的に考えていかなければならない点は

あるというふうには認識いたしておりま

す。

○上村高義委員長　ほか、ございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後２時２１分　休憩）

（午後２時３３分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　議案第８号、議案第１５号、議案第１

８号及び議案第２６号の審査を行います。

　本４件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　では、介護保険にかか

わる質問をさせていただきます。

　まず１番目として、これも補正予算の

方から見ていただきたいんですけども、

４ページで年金天引きの保険料が１億２，

０００万ふえたということですね。とい

うことで、黒字の積み立てがまたできる

と。７ページの給付費準備基金に４，２

００万円の増ということになっているの

ではないかと思いますが、４ページ、同

じ保険料の歳入が、補正の結果、７億８，

０００万になったわけですね。

　ところで、当初予算の方の１０ページ

の保険料について聞きたいんですけども、

滞納繰越５００万も算入して８億円とい

う予算なんですけども、昨年当初の７億

１，０００万が７，０００万ふえたわけ

ですけれども、今年度、保険料据え置き

でも、この傾向というか、補正との傾向

を見ても、６５歳以上の被保険者がふえ

るということでは、もっと増収にならな

いのか、お聞かせいただきたいと思いま

す。

　２点目として、当初予算の方の１４ペー

ジ、介護報酬、これの引き上げの特例基

金、これを入れられました。���

　国は報酬３％増ということで、国が目

指すところで言うと、２万円の賃上げ、

１０万人の雇用をつくると言っておりま

すけれども、何も保証されたわけではな

いと思っておりますが、現場の労働条件

とか人材確保などいろいろ問題は山積し

ていると思いますが、そもそも介護報酬

は、これ、２０００年のスタートのとき

から見ますと、２００６年以降、在宅分

平均０．９％、施設分平均８％、全体で

４．７％下げられているわけです。３％

では、その回復すらできないわけですが、

この３％のうち在宅分が１．７％、施設

分１．３％で、基本報酬の引き上げがま

だほとんどないと言われています。

　この今回の特例交付金は、今年度の上

昇分、これを全額出すとしてますけれど

も、来年は半額、再来年はゼロとしてる

わけですから、これが保険料やほかの負

担になってくるんではないかと考えます。

給付も上がっていくだろうということが

されているわけですから、次の３年後に

また保険料の引き上げにつながるんでは

ないかと思うんですけれども、この介護

報酬引き上げの措置について、どう考え

ておられるのか、お聞かせいただきたい

と思います。

　３番目に、今度、保険料のことをお聞

かせいただきたいと思うんですが、今回、

基本的な値上げはなしとされました。

　１月２１日に全国の部長会議で、厚労
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省も「保険料の引き上げなしの水準とな

し得ると考える」というふうに表明され

ました。準備基金が全国で３，８００億

円積み上がっているそうです。

　それで、まず保険料の部分で言います

と、これ、保険料は余れば次に残される

わけです。ほかの国庫支出金、支払基金

交付金、ほかの保険からの交付金ですね。

府・市の負担金は単年度で精算され、余

るということはないわけです。保険料だ

けが取り置きされるということになるわ

けですね。

　こうした中、昨年までの黒字が摂津市

で５，８２８万５，１７４円、大阪府の、

今さっきの積み立てですね、１９３億３，

７２９万円、これは１期からずっと積み

立てなんですけれども、摂津の分で言う

と、１億２，６３１万５，０００円、府

の財政安定化基金として積み上がってい

るわけです。

　これは会計検査院がため過ぎだと指摘

をして、返還にまで触れるような勧告を

しているというふうに聞いています。こ

れは、また無利子で借りられるわけです

ね。この基金要求が今期からゼロになる

わけです。

　摂津市が３期で入れた基金が合計９１

２万７９５円、３期で２期の借り入れ分

も返還しています。これが２，５９３万

５，０００円、この二つと、最初に言っ

た黒字、これを合わせると９，３３４万

９６９円がこの４期では要らないという

か、出す必要のないお金になるんではな

いかと。

　これがすべて６５歳以上の保険料だと

いうわけではありませんけれども、これ、

ことし社保協の調査で保険料がどうなる

かという表をいただいているんですけれ

ども、大阪府下の多くが値下げをしてい

るんです。

　この黒字分の還元だけで大体下げはっ

たようなんですけども、そうすると最初

の５，８００万円の黒字分、これを３年

で割って、一人当たり年間１，０００円

強、月に１００円ぐらいの値下げが摂津

市でも可能だと考えるんですが、保険料

についてお聞かせいただきたいと思いま

す。

　四つ目として、議案第１８号の介護の

報酬引上げの基金ですね。

　これ、先ほど言いましたように、こと

しが全額ですけれども、国からは来年半

額、一応特別基金で置いておくわけです

けれども、ということで、再来年はゼロ

ということなんですが、これ、増額に比

例する額を国が負担するというふうに要

求すべきではないかと思うんですが、こ

れからずっとこの先々、この制度を健全

に維持していくということであり、それ

から介護従事者の条件をよくするという

意味では、国の負担割合、行く行くは３

０％以上を要求していくべきだという立

場をとるものですけれども、この措置に

ついての考え方をまたあわせてお聞かせ

いただきたいと思います。

　２６号については、保険料ですから、

また先ほどと同じように保険料の算定に

ついて伺いたいと思います。一緒に深め

たいと思いますので、１回目は結構です。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、１点目の補

正予算から見た保険料が増ということで、

その原因が保険者数の増という部分につ

いてでございますが、これにつきまして

は、原因はいろいろとあるんですけれど

も、まず人数的に、２０年度の予算につ

きましては、１７年度に１８、１９、２

０の３年間の計画を立てておりまして、

これは残念ながら、どんどん年数がたち

ますと、当初の見込みよりも乖離が大き
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くなってきまして、２０年度はかなり乖

離が出たということなんですが、被保険

者数につきましては、２０年度、約１，

２００名ほどの差が計画と乖離が生じて

ます。それだけ、見込みよりも被保険者

数が多かったという部分で、これだけの

増収になったということでございます。

　あと特別徴収と普通徴収の比率につき

ましても、見込み以上に特別徴収の方が

多かったという結果になりまして、その

分が収納率の増ということにつながって

おります。

　次期、第４期の計画につきましては、

現時点での推計からということでござい

ますので、特別徴収の方が全体の８３％

ほどで、それから普通徴収の方が全体の

１７％で、所得補正をした人数で言いま

すと、１万５，６９８人、これをベース

に算出しております。

　これも、前回の推計ではかなり乖離が

出たんですけれども、３年、３年で適正

に見込んでいくというふうな考え方でご

ざいます。

　それから、２点目の特例基金というこ

とで、これが国の方で介護従事者の処遇

改善のための介護報酬の改定と、３％分

の改定という趣旨なわけなんですけれど

も、この部分がすべて処遇、いわゆる介

護労働者の方の賃金なりに使われるのか

というところまでは、それぞれの保険者、

市の部分では何ともいたし方がない部分

なんですが、おっしゃるように、その改

定に伴って、本来、保険料の負担の増に

なる部分の半分は国が交付金という形で

交付して、それを市町村の方で基金とい

うことにして、介護保険料の増額の抑制

に使いなさいと。ただし、残りの半額に

ついては、ご指摘のとおり、保険料で賄

いなさいというような仕組みになってお

ります。

　それから、今回、摂津市におきまして

は、基準額の改定はないと、据え置きと

いうことでございますが、もともと準備

基金の考え方は３年間の収支均衡という

ことで、第２期におきまして赤字が出た

分を大阪府の財政安定化基金から約２，

６００万ほど借り入れて、それを第３期

で均等に返済していったと。なおかつ、

１億２，０００万ほどの余剰金が第３期

の中で生まれまして、それを第４期で保

険料の抑制のために全額還元していくと

いう考え方ですので、言いかえてみれば、

１年、１年の精算ではなくて、３年ごと

に保険料を精算していくというふうな考

え方でございます。

　ですので、結局、４期におきましては、

３期で黒字が出た分、一人当たり月額に

しますと２１５円ほどになるんですけれ

ども、その分が４期で保険料を抑制でき

たという考え方でございます。

　値下げしているところもあるというこ

とでございますが、例えば大阪府内での

保険料の動向なんですけれども、今、各

市町村とも議会中ですので、どことも決

定ということではございません。資料と

しましても、１２月末時点なんですけれ

ども、確かに今回、値下げをすると聞い

ておるのが２５団体ございまして、値上

げをするというのが９団体、据え置きと

いうのが７団体というふうに、１２月末

時点の資料ではなっております。その後、

若干変更があると思います。

　値下げするというところは、基金が本

市以上にたくさん積み上がっておるとい

うようなところかと思います。

　本市の場合は、他市と比べて基金の積

み立てがそう多くないと。と言いますの

は、１期からずっと１期、２期、３期通

じて黒字という団体もございますので、

そういうところはかなり値下げもできて
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いるのかなというふうに思います。

　それと、大阪府の財政安定化基金につ

きましては、これは市町村間での均衡と

いうことで、２期で摂津市があったよう

に、赤字が出た団体について、そういう

ところに貸し付けであるとか交付を行う

というために、各市町村が一定率に応じ

て拠出しておる基金ですので、それがい

わゆる給付が黒になったとかということ

ではなくて、一定、各市町村間の助け合

いのための基金ということで、それが赤

字の団体が今まで見込み以上に少ないと

いうことで、積立金が多くなっておると

いうことで、４期の掛金がゼロになった

ということでございます。

　それから、特例基金の介護報酬の３％

増の部分について、国も半分出している

けれども、半分じゃなくて、今後、報酬

改定があれば、当然、国の方が負担すべ

きというように市の方からも要望してい

くべきじゃないかということかと思うん

ですけれども、もともとこの介護保険制

度も半分が税で半分が保険料という大き

な枠組みの中でスタートしておりまして、

報酬がふえれば、当然、税の負担もふえ

ますし、保険料の負担もふえるというこ

とになっております。

　そのあり方は、制度の基本的な部分に

なってきますので、なかなか一市町村で

どうだというのは難しい問題なんですが、

最低限、報酬の増以前に調整交付金とい

う部分がございまして、本来、国が２５

％を負担すべき部分が負担されていない

というところがありますので、それにつ

いては制度当初から強く２５％を確実に

出すようにということで要望していると

ころでございますし、また２分の１税、

２分の１保険料というところは根本的な

部分ということで、制度の抜本的な見直

しということで、これはいろんな議論が

あろうかと思いますが、機会あるごとに

見直しということは国の方に対しても要

望していきたいというふうに考えており

ます。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　この民生常任委員会に

かかわりまして、この介護保険の制度、

いろいろ勉強すればするほど、設計自体

がひどいんじゃないかということがわかっ

てまいりまして、国の法律そのものを論

ずるつもりはないですけれども、市民負

担がふやされるというところでは、自治

体がしっかりとカバーしなくてはならな

いと考えています。

　ですから、福祉の制度として、先ほど

言われたように、給付が上がれば保険料

が上がるのは当然という考え方は私はし

ないんですけれども、それで予算の考え

方なんですが、まず介護がしっかり受け

られるかと、給付の方の話をしたいと思

うんですが、かがやきプランをご説明い

ただいたときも言いましたけれども、全

国的にも認定者数はふえてますけど、摂

津で介護の認定率が減少し始めています。

　認定段階を引き上げることを目的でし

たんじゃないかというような、今度の導

入される新認定システムですね。国民の

側からも介護なしの状態というのがわかっ

てきて、認定をもう既に受けようという

方が減ってきたんじゃないかと思うんで

すけれども、お金が要るという部分でも

受けにくい制度になっていないかと。

　医療の肩がわりを介護がさせられて、

在宅との整合という理由でホテルコスト

が入れられたわけですね。施設入所にす

ると、負担が重い。軽度の方は、予防が

入れられて、介護サービスそのものがは

がされるということですから、厚労省の

介護給付費の実態調査、これは１７年度

がピークで、１８年度からは受給者数が
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減ってまして、１９年度でも、１７年度

を下回ったままです。１９年度もですね。

　高齢化と言いながら、受給者が減ると。

これは、予防効果を期待したわけじゃな

いと思うんです。介護抑制というか、受

ける方を小さくしてきていると思うんで

すけれども、訪問介護に至っては、もう

１８年度、１９年度とずっと減り続けて

いるんです、厚労省の介護給付費の実態

調査というやつを見させてもらったんで

すが。

　こういう状況を見ると、介護サービス

の給付費がふえない傾向にあるんじゃな

いかと思うんですけれども、その辺を予

算の考え方としてお聞かせいただきたい

と思います。

　それと、保険料のことをお聞きします。

　積み上がったお金１億２，０００万が

さほど多くないという考え方をするかど

うかはちょっと置いときますけれども、

介護保険の保険料が実に高いと私は思っ

ています。

　市が徴収している保険料は、６５歳以

上の保険料、いわば高齢者の保険料なわ

けですから、非常に重い負担だというこ

とを考えていただきたいと思うんです。

　今、全国的な月額の平均保険料で、２

０００年からの１期は２，９１１円でし

た。２期が３，２９３円、３期が４，０

９０円、１．４倍、全国的に値上がりを

している制度です。それで、先ほど言い

ましたように、ため込みがされたわけで

す。

　大阪府下、３期は３０位だったんです

けれども、今回、値下げが幾つかあって、

２６位まで保険料が高くなりました。北

摂７市では一番高い保険料です。ほかの

国保とか後期医療の保険などと比べても、

介護保険料は格段に高いと言えます。

　例えば、今期改定がなかったんですけ

れども、第３段階の保険料は３万９，１

５０円です。後期高齢者医療保険は、こ

の階層の方で７割軽減が受けられますか

ら、１万４，２２４円です。

　第２段階、これが２万６，１００円、

これが後期高齢者医療制度の方では、こ

とし９割軽減が入りますので、４，７４

１円、こういったほかの保険と比べても

高いんではないかと。

　それで、私たちは介護保険でも、国保、

それから後期高齢者医療同様の軽減措置

をもう全国的な措置として介護保険にも

確立すべきだというふうに指摘をしてお

るんですけれども、介護保険は減免制度

というか、軽減制度が非常に貧弱。

　今回、代表質問でも言いましたけれど

も、報酬引き上げ分を一般会計から国は

出しておるわけです。ですから、独自の

軽減策そのものを禁止をしたということ

ではないわけですから、一般会計からの

軽減というのは可能ではないかと思いま

すので、お考えをお聞かせいただきたい

と思います。

　低所得者に配慮するという点では、２

６号の条例改正がどうしてこうなったの

かを聞きたいと思うんですが、保険料率

をもっと変えることも可能だと思うんで

す。

　大阪府下の自治体では取り決めがある

のかどうか知りませんけれども、料率が

ほとんど横並びなんです。要するに、生

活保護、ほんまに最低の率で０．５とい

う料率になっているんですけども、第１

段階の率は０．２５というふうにしてい

る自治体もあると聞いています。

　この料率決定は自治体独自にできるは

ずだと思うんですけども、この２６号の

条例改正がどうしてこういうふうに結論

を出したかということをお聞かせいただ

きたいと思います。
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　次に、先ほども国の負担割合、課長か

らも言ってもらいましたけども、国は２

５％入れると言いながら、実際は２０．

６１％で、摂津市は２４．３９％、市民

の保険料で賄わされているわけです。

　ほんまに国にはしっかり、２５％の完

全保証、そして３０％に引き上げを求め

る立場を私はとりますけれども、国に対

して強く申し入れをされていると思うん

ですけれども、国に対しての申し入れ内

容をもう一度お聞かせいただきたいと思

います。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、要介護認定

の認定率や受給者数のご質問ですが、確

かに認定率ということで言いますと、本

市におきましても、平成１７年度の１６

％、要は、高齢者数に対する認定を受け

ている方の割合ですが、１６％というの

がピークだったかと思います。その後、

１５％台、１４％台と、年々、率で言う

と減少傾向ということでございます。

　これは、いろいろと調べてみますと、

やはり同じ６５歳以上の方と言いまして

も、後期高齢の方と前期高齢の方では当

然認定を受けられる率というのが違って

くるわけですね。

　７５歳以上の方で言いますと、本市で

大体３１％ぐらいの方が認定を受けてお

られます。これ、全国平均を見ますと、

２９％台というふうな資料もございまし

て、７５歳以上の方で言いますと、全国

平均よりも認定を受けておられる方が実

は摂津市は高い状況にあると。

　今度、６５歳から７４歳までの方の認

定率で見ますと、大体４．５％ぐらいと

いうことで、非常に低いわけですね。こ

れは全国平均にほぼ近い形で、若干、本

市の方が率が高いのかなというぐらいの

数字が、以前調べたら、出ておりました。

　じゃあ、どういうことなのかと言えば、

本市の場合は非常に全国平均と比べて前

期高齢者の方の割合が多い、後期高齢者

の方が少ないということで、なべて見ま

すと、非常に認定の率が低くなっておる

というのが現状ですので、特段、本市の

認定が厳しいであるとか、受けておられ

る率が低いということではなくて、逆に

全国平均から見れば高いというような数

字もございます。

　受給者数につきましては、おおむね制

度当初から認定を受けておられる方の中

の受給者の率というのは変わっておらな

いのかなというふうに思っております。

　それと、今後、じゃあ給付の方がどの

ように推移していくのかというようなこ

ともご質問の中にあったかと思うんです

けれども、３期から４期で大体２０％ぐ

らいの給付費の増を見込んだ推計になっ

ております。額で言いますと、第３期の

実績、３年間で約８７億８，５００万、

これに対して、第４期の見込みが約１０

６億８，４００万で、２２％ほどの増を

見込んでおります。

　そういう中で、当然、被保険者数の増

もあるんですけれども、給付の方の増と

いうこともありますので、このままいき

ますと、やはり負担がふえていく傾向と

いうのは変わらないのかなというふうに

思ってますので、それにつきましては、

今回、予算に上げてますケアプランのチェッ

クでありますとか、いわゆる給付の適正

化という部分に力を入れていくというよ

うなことと、それから当然、介護予防を、

重くならないように、介護のサービスが

必要ないように、あるいは介護保険の給

付外のいろんな地域での支え合いである

とか、いろんな補完するようなサービス

であるとか、そういうようなことも絡め

ながら給付が増大しないようにという努
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力をしていく必要があるのかなというふ

うに思っております。

　それから、保険料が高いのではないか

ということなんですが、介護保険の特別

会計を預かる立場からすると、これは３

年間の見込みに対して一定法定割合が決

まっておりますので、適正に見込んでお

るというようなお答えしかできないわけ

なんですけれども、例えば軽減措置につ

きましても、１段階、２段階は２分の１

に軽減しておりますし、３段階につきま

しては４分の３に軽減しておるというよ

うな考え方でございまして、もともとの

発想は、介護保険料は皆さん同じ金額の

負担をしていただくというのが当初の発

想だったんじゃないかなということで、

それに対して若干低所得の方については、

今言いましたような、２分の１とか４分

の３というような軽減をいたしまして、

その分の財源、不足する分については、

所得のある方から若干割り増ししていた

だくというような発想でスタートしてお

るということですので、先ほどもその部

分でなかなか負担がしんどくなってきて

いる、金額的に上がってきているという

ことで、じゃあどうするのかという中で、

所得の多い方について細分化して負担を

ふやさせていただくというような変更を

重ねてきているということでございます。

　３点目の話になりますけれども、保険

料の料率ということでございますけれど

も、これはもともと国の政令で第１段階

から第６段階ということで、それが０．

５、０．７５、それから１、１．２５、

１．５というように料率が決まっており

まして、それを標準として各市が条例で

定めるということになっていますので、

おっしゃるように、市町村独自でできな

いかと言いますと、絶対できないという

ことはないんですけども、一応、政令を

標準として定めていると。

　その第６段階、１．５の部分について

は、ここは柔軟に市町村でできますよと

いうような定め方になっておりますし、

今回の改定におきましては、基準の第４

段階、１．０の部分ですね、これについ

ては収入が８０万までの方については軽

減できるというようなことを、これも新

たに政令を改正して設けられましたので、

それに準じた形で、各市、料率を設定し

ておるということでございます。

　国への要望ということでございますけ

れども、例えば我々毎年度、全国市長会

を通じて国に対する要望ということをし

ておるんですけれども、毎年、重点要望

項目ということで介護給付費負担金を定

率とし、調整交付金は別枠で財源を確保

するとともに、財政安定化基金の拠出に

ついては国及び都道府県の負担とされた

いと、これは２０年度の要望でございま

す。こういう形で、毎年度強く要望して

おるところでございます。

○上村高義委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　保険料の給付について

も言われましたけども、結局、２０％増

というところなんですけども、これはあ

くまでも推計なんです。

　積み上がっているというか、黒字が出

てきて１億２，０００万残ってきている

というのは、これは事実なんですね。

　こういう立場で、お年寄り、６５歳以

上の保険料を払っておられる方の感覚で

は、３年単位での精算という考え方だと

おっしゃいましたけれども、それこそも

う先々どうなるかわからへんと言ってい

るお年寄りが先払いというか、次の分ま

で今払わされているという意味では、取

り戻したいというお気持ちがたくさんあ

るんじゃないかと思いまして、ぜひ今回

値下げしたところが２０何団体ですよね。
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下げられるという立場で考えていただき

たかったなと思っておりまして、再考が

今できるかどうかと言ったら難しいのか

もしれませんけれども、要望としておき

たいと思います。

○上村高義委員長　山崎委員の質問が終

わりました。

　ほかにございませんか。

　村上委員。

○村上英明委員　１点目、議案第８号の

方なんですけども、歳出の２０ページと

いうところで、委託料の中で認定調査委

託料というのが計上されていると思いま

す。１，０７１万円ということがあるか

と思いますけども、この認定調査という

のは、私の認識では、摂津市の保健セン

ターに業務的には全面委託をしてますと、

その中で調査できる資格の方が現地にと

いうか、出向いて行って調査をされてい

るということかと思いますけども、この

委託料の中で、例えば遠方の方の対応は

どうされているのかということを１点目、

お聞きしたいと思います。

　それから、この８号の中で歳出の２６

ページなんですけども、介護予防普及啓

発委託料というのが計上されております。

平成２０年の当初では３１万５，０００

円だったと思うんですけども、これが約

５倍強ということで、この２１年度につ

きましては、１６３万５，０００円とい

うことが計上されていると思いますけど

も、この増額の内容というんですか、お

考えをお聞きしたいと思います。

　それから、歳出の２８ページです。こ

れ、以前も聞いたかと思うんですけども、

給付実績チェックの委託料ですね、もう

一度、具体的に流れについてお聞きした

いと思います。

　それから、この８号の中で３７ページ

の職員手当の絡みなんですけども、特殊

勤務手当というのが、若干、２万４，０

００円ということで前年より減額という

ことで設定はされておりますけども、ど

ういうときにこの特殊勤務ということに

なるのか、定義というか、考え方をお聞

きしたいと思います。

　それから、議案第１８号なんですけど

も、この第３条の中で、管理という面が

書いてあるんですけども、「基金に属す

る現金は」ということで、「金融機関へ

の預金その他最も確実かつ有利な方法に

より保管しなければならない」と、「そ

の他最も確実かつ有利な方法」というの

はどういうことがあるのかなということ

をお聞きしたいと思います。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、１点目の認

定調査委託の予算についてでございます

が、これは委員ご指摘のように、基本的

には本市の場合は、財団法人摂津市保健

センターに認定調査を委託しております。

　ただし、遠方の場合、じゃあどうする

のかということなんですが、法によりま

して、新規の場合は市町村または指定の

受託法人というんですけれども、そうい

うところに委託できると。それから、更

新の場合については、いわゆる民間の居

宅介護支援事業者、ケアマネの事業者に

委託できるということになっておりまし

て、実際には本市に住民票を置きながら、

本市の被保険者でありながら、遠方の施

設に入所されているとか、一時的に遠方

のご家族のところにいらっしゃって、調

査をしなければならないという場合がご

ざいます。その場合は、そのご本人さん

がいらっしゃる近くの市町村なり、居宅

介護支援事業者に委託を行っているとい

うことでございます。

　ちょっと今、手元に具体な件数の数字

の実績がございませんけれども、毎年、
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二、三十件はそういう事例があったかと

認識しております。そういう場合は、単

価契約という形になります。

　それから、ケアプランチェックの委託

の流れということでございますが、これ

は具体的には、まず認定のときの情報、

身体の状況、認知症のぐあいがどうであ

るとか、身体の状況がどうであるとかと

いった情報と、それから給付の情報です

ので、ある方がどんなサービスを何回使

われたか、どんな福祉用具を借りておら

れるかというような情報をコンピュータ

上で突き合わせると、そういうソフトを

導入するわけなんですけれども、突き合

わせを行いまして、その中で、その方の

身体状況に合わないような給付が行われ

ているような事例を、まずは自動的に抽

出いたします。それを、例えば一覧にし

まして、それをプランを立てたケアマネ

の事業者に、こういう事例がありますよ

ということで通知をいたします。まずは、

自己点検をしていただくと、自分とこで

立てたプランに問題がないかどうかとい

う自己点検をしていただくと。

　あとは、委託しました事業者に専門職

の者がおるということですので、そうい

う専門職の助言をいただきながら、これ

はちょっと明らかに問題があるんじゃな

いかというようなケースについては、そ

の事業所からヒアリングをするというよ

うなことで、もし不適切なプランという

ことであれば訂正をしていただくという

ようなことで、より利用者の方にとって

適切なサービスが提供されるようにとい

うことを目的としたチェックでございま

す。

　具体的な事例と言いますと、例えば要

支援とか、要介護１とか、軽度の状態の

方にヘルパーさんを２人派遣してるとか、

長時間派遣してるとか、夜間の加算があ

る時間帯にたくさん派遣してるとか、そ

れがいいとか悪いとかということじゃな

くて、突出している部分について抽出し

て、それでいいんですかというような問

いかけをするというようなことでござい

ます。

　あと、例えば寝返りができないような

重度の方に、例えば歩行の補助のための

つえが貸し出しされているとか、これは

どういうことですかというようなことを

聞いていくと、そういうような作業をし

ていくというものでございます。

　本来、これは市町村の職員でできれば

していくのがいいのかもしれないのです

が、効率的にこういった給付適正の事業

を進めていくためには、委託という方法

がいいのではないかということで、今回、

新たに予算計上をさせていただいたとこ

ろでございます。

　それから、もう一つ、議案第１８号の

基金の第３条の「その他最も確実かつ有

利な方法により」ということでございま

すが、これは本市において、その他の基

金条例も同じような文言になっておるん

ですけれども、まず想定しているのは定

期預金に国からの交付金を預け入れしま

す。年度末に、その年度分を取り崩すと

いうことを想定はしております。それ以

外にということであれば、有価証券が考

えられますけれども、現時点で想定して

いるのは銀行の定期預金というふうに考

えております。

　特勤手当の件ですが、これは役付手当

でございまして、係長級・課長代理級の

者に支給される手当でございます。

　それから、１点目に申し上げました調

査委託の遠方への調査委託の件数なんで

すが、若干訂正させていただきます。

　本年度、他市、遠方に委託した件数、

２０年度現時点で５件ということでござ
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います。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　２７ページの介

護予防普及啓発委託料につきまして、２

０年度予算が３１万５，０００円という

ことで、２１年度予算については１３２

万円の増額になっておりまして、その理

由ということでお問いでございますが、

これは一般会計のときもご答弁申し上げ

ましたけれども、一般会計で実施してお

ります街かどデイハウスが、平成２１年

度より、府の補助金の見直しによりまし

て、基礎的な部分だけの補助制度に変わっ

たということで、街かどデイハウスを運

営していく上で、介護予防の事業につい

ても、これまで以上に取り組んでいただ

こうということで、この介護保険特別会

計の方で運動機能向上、それから認知症

予防、それから口腔ケアの加算というこ

とで、３か月間、各月４回、計１２回の

事業を行っていただくということで、１

３２万円を計上させていただいておりま

す。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　１点目の認定調査の委

託料の件なんですけども、遠方の方に単

価契約という形でされているということ

でございます。これは認定調査ですから、

時間の単価なのか、その辺のちょっとも

う一回、具体的な中身についてお聞きし

たいと思います。

　それから、介護予防啓発につきまして

は、これから介護予防ですね、予防とい

う観点では、今後やっぱりしっかりと目

を向けていかなければいけないというか、

市としても取り組まなければいけない方

向性にもあるんじゃないかなというふう

に思いますので、この辺についてはしっ

かりと取り組んでいただいて、また今後、

実績、こういうことをやったから、こう

いう介護予防が今後方向性ができました

よというような一つの視点ということで、

ひとつ実績という形でつくっていただけ

ればなと、そういうふうに思いますので、

よろしくお願いいたします。

　それから、３点目の給付実績のチェッ

ク委託料ですね、これは委託先というん

ですかね、どこにされるのか、この点だ

け１点、ちょっと確認だけしておきたい

と思います。

　それから、特殊勤務手当の件でござい

ますけども、代理級、係長級というお話

もございました。そういう手当ならば、

別にどうのこうのというものではないん

ですけども、やはり特殊勤務ということ

は、言葉が少しひっかかるような感じも

しないかなということで、だからこの特

殊とは何ぞやねんと、普通の業務と特殊

の業務とどこかで一線があるのかなと、

そんなのが一瞬疑念がわいてきましたの

で、その辺はまたしっかりと今後も見直

しも、名前ということも含めて、これは

また今後しっかりと取り組んでいただけ

ればなと思いますので、よろしくお願い

いたします。

　それから、議案第１８号の件なんです

けども、これにつきましては、しっかり

基金を管理していただいて、この３年間、

有効に活用していただくということにな

ろうかと思います。

　これも、もし残額があれば国には返還

するというようなことも、この附則にも

書いてありますので、使えということで

はないんですけども、しっかりと第１条

の設置という中で、この「第１号の被保

険者の保険料負担軽減を図るため」とい

うことで目的も書いてありますので、そ

の辺で保険料の負担ですね、しっかりと

軽減に向けて取り組んでいっていただけ

ればと、こういうふうに思いますので、
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よろしくお願いいたします。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　それでは、遠方の

委託の単価契約の考え方ということなん

ですが、特に時間で幾らということでは

なくて、１件当たりという契約になるん

ですけれども、おおむね調査自体は平均

１時間程度要するということで、調査に

当たることができるのはケアマネジャー

の資格を持っている者というのが基本と

なっております。

　これは、ほぼ全国的に相場と言いまし

たら問題があるかもしれませんけれども、

同じような金額で実施しておりまして、

見積もりをいただいて契約を交わすとい

うような形で進めております。

　それから、ケアプランチェックの委託

先ということなんですが、コンピュータ

のソフト自体を活用する業者というのは

何社かございますが、導入当初について

は、資格を持った専門家の助言もいただ

きながら事業を効果的に進めていこうと

思っておりまして、そういう業者が、今、

我々が調べたところ１社というところで、

特命という形を考えておりますが、契約

に至るまでにもう少し業者選定について

も幅広く検討していきたいなと、探して

いきたいなというふうに考えております。

○上村高義委員長　村上委員。

○村上英明委員　１点目の認定調査の件

ですね、これにつきましては、遠方であ

ろうがというんですか、かかわらず、公

平というか、公正な形でしっかりと調査

していただけるような形での契約なり、

また業務を遂行していただければなと、

そういうふうに思いますので、よろしく

お願いします。

　それから、給付実績のチェックの件で

ございます。

　やはり、今、契約の問題がかなりとい

うか、ちょっと問題になっているような

ところもありますので、その辺もござい

ますので、１社、特命ということを言わ

れましたけども、やはり複数からよりよ

いシステムもつくっていただけるような

というか、摂津市の考え方と合うような

ところ、そういうソフトも含めて、今後

しっかりと適正な業務を遂行していただ

くような形での契約というものもまたよ

ろしくお願いしたいと思います。

○上村高義委員長　村上委員の質問が終

わりました。

　川口委員。

○川口純子委員　歳入の保険料について

ですが、先ほど山崎委員もおっしゃいま

したけれども、お聞きしたいと思います。

　保険料の現年分特徴、普通徴収、それ

から滞納繰越分の普通徴収、このもう少

し中身について、人数とか、お聞きした

いと思います。

　基金繰入金の方はいいです。

　２６ページの地域支援事業費で、介護

予防事業費、介護予防特定高齢者施策事

業費ということで、臨時職員の賃金が上

がっています。前回も一般会計のところ

でもお聞きしましたけれども、この職員

体制ですね、どういう人を臨時職員とし

て雇っているのか、お聞きしておきたい

と思います。

　それから、特定高齢者把握委託料、通

所型介護予防委託料というのがそれぞれ

上がってますが、委託の中身ですね、ど

ういうふうに委託をしているのか、ちょっ

と勘違いしているかもしれませんが、ちょっ

とお聞きしておきたいと思います。

　２番目の介護予防一般高齢者というこ

とで、これもそれぞれ委託料が上がって

おりますが、この中身についてもお聞き

したいと思います。

　２８ページの包括的地域支援事業費の
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ところでも、非常勤職員等の賃金が上がっ

ております。この中身についても、もう

一度お聞きしたいと思います。

　それから、先ほど任意地域支援事業費、

本当にいろいろややこしい名前で、任意

地域支援とか、包括地域支援とか、本当

に何か介護のことなのに、何となくこの

言葉は大変違和感があるんですけれども、

先ほど村上委員が実績のチェック委託料、

こういうことについては質問されました。

　その中で、扶助費として成年後見制度

利用助成費が１１０万４，０００円上がっ

ていますが、この成年後見というのがこ

れからもますます利用する方がふえてく

るんではないかなと思うんですけれども、

この中身についてもお聞きしたいと思い

ます。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　保険料歳入の特別

徴収、普通徴収、滞納繰越分の内訳の詳

細ということでございますが、人数を出

します場合に、実際の被保険者数じゃな

くて、所得補正による人数ということで、

例えば第１段階、第２段階の方は基準額

の０．５のご負担をいただくので、それ

を基準額人数換算しまして、お一人を０．

５人というふうに勘定します。

　例えば、１．２５倍ご負担いただく方

は１．２５人、２倍の方は２人というよ

うなことで換算しまして補正人数という

のを出すんですが、２１年度の予算につ

きましては、トータルの補正人数を１万

５，６９８人というふうに見込んでおり

まして、それの特別徴収が８３％の方、

基準額が５万２，２００円を負担してい

ただくということで、収納率を１００％

と、特別徴収の場合は見込んでおります。

　普通徴収の場合は、同様に補正人数１

万５，６９８人の残り１７％の方を掛け

まして、基準額５万２，２００円を掛け

まして、ここは収納率、実績等を勘案し

まして、８９．４％を見込んでおります。

それで算定しております。

　それから、滞納繰越分につきましては、

これは実績の滞納繰越額の総額に収納率

を掛けて出しておるんですけれども、２

年間で時効となりますので、１９年度の

未納分約１，３６０万に１５％の収納率、

それから２０年度分につきましては、約

１，５４０万の未納分に対して収納率２

０％、これを見込んで２１年度の当初予

算を計上しております。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　それでは地域福

祉課に係る分についてお答え申し上げま

す。

　まず、臨時職員の賃金でございますけ

れども、２７ページ、臨時職員の賃金１

６６万円でございますが、これは後でま

たご説明いたしますが、生活機能評価の

結果をもとに特定高齢者の方を抽出しま

して、介護予防関係の事業への参加を呼

びかけるための臨時職員でございまして、

職種としてはやはり参加を呼びかける段

階でいろいろご相談に乗ったり、事業の

説明をしたりとかいうことで、保健師の

採用を考えております。

　続きまして、同じく２７ページの特定

高齢者把握委託料及び通所型介護予防委

託料でございますが、これは摂津市の医

師会と保健センターに委託をいたしてお

りますが、特定健診の受診の際に介護予

防のための生活機能評価を、同時実施を

していただいております。

　具体的には、２５項目の問診と、それ

から必要な方につきましては、生活機能

評価のための診察をしていただきまして、

その中から特定高齢者を把握していくと、

こういった事業でございます。

　なお、基本的なチェックの部分だけに
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つきましては、一件当たり３，３６０円

掛ける１．０５、消費税込みですね。そ

れから、基本チェックプラス生活機能検

査をしていただいた場合については、８，

４６３円掛ける１．０５、消費税を掛け

るといった単価でお願いをいたしており

ます。

　そして、そこで抽出されました特定高

齢者や、それからから民生委員さん、そ

れから安否確認で回っているホームヘル

パー、それから地域包括支援センターの

職員等々が日ごろ、そういった介護予防

の事業を受ける方が望ましいんではない

かと、こういったような形で把握してる

方も含めまして、通所型の介護予防教室

に参加を呼びかけております。

　具体的には、これは保健センターとふ

れあいの里の方に委託をいたしておりま

して、いわゆる先ほど申し上げました口

腔ケアと、それから栄養改善と、それか

ら運動機能向上の３つの事業を１コース

１２回、各２か所につきまして、年間３

回ずつ委託をしているものでございます。

　それから、続きまして同じく２７ペー

ジの介護予防普及啓発の委託料と地域介

護予防活動支援委託料でございますが、

介護予防普及啓発委託料というのは公民

館や、あるいは地域福祉活動拠点等とタ

イアップして、より多くの市民の方に介

護予防の必要性について理解をしていた

だくための事業でございまして、具体的

には例えば２０年度いいますと、ワッハ

上方と一緒にお笑いと介護予防といった

ような形の事業を展開しております。２

１年度につきましても、そういった事業

をまた展開していきたいというふうに考

えております。

　それから、地域介護予防活動支援委託

料につきましては、いきいき体操の会な

どに、健康づくり、それから摂津体操三

部作の普及活動等を進めていただいてお

りますので、こういった団体に地域の老

人クラブを初めとしたいろんなところで、

介護予防の活動をしていただけるように

支援をしていただくと、そういった形で

の委託を考えております。

　続きましては、２９ページの非常勤職

員等の賃金でございますが、これは非常

勤職員の専門職である地域包括支援セン

ターの社会福祉士４名の人件費と、それ

から臨時職員、事務職１名分の人件費で

ございます。

　それから、同じく２９ページの成年後

見制度利用助成費でございますが、これ

は認知症高齢者等で判断能力が不十分な

方に対しまして、そして身寄りがない方

で後見人を申し立てることができないよ

うな方にかわりまして、市長が申し立て

るという制度がございます。この市長申

し立てをされた方の中で、後見人への毎

月の報酬の支払いが困難な方に対して費

用の一部を助成していくという制度でご

ざいます。

　施設に入所されている方が一月１万８，

０００円のお二人分。それから、在宅の

方が一月２万８，０００円のお二人分、

計１１０万４，０００円を予算計上させ

ていただいております。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　第１号被保険者の保険

料ですが、今度、改定をするということ

なんですけれども、先ほども山崎委員が

言いましたが、大阪府下の各市町村の第

４期の介護保険料案が出てきています。

据え置きということで、当初、介護保険

が始まったときは北摂の中でも一番低い

というか、月２，８８２円だったと思う

んですが、それが今、１．５倍になって

ます。

　やっぱり先ほどからの議論もあります
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けど、そしたら年金額が物価に合わせて

スライドして上がってきたかというと、

全然そうじゃないですよね。なるほど年

金を受け取る方はふえましたけれどもね。

そういうとき見たときに、私も基準額が

４，３５０円にもなってるということで、

ちょっと久しぶりに民生に戻ってきたら、

１．５倍にもなってるわという感じでね。

ちょっとうかつだったなと、自分でも反

省してるんですけれども。大阪府下で見

ますと、佐藤部長なんかもよく、先ほど

国保の問題でもおっしゃっておられまし

たけれども、むちゃくちゃ高い方でもな

いんです。２４番目というふうになって

ますけれども、２か月に１回介護保険は

年金から天引きということがほとんどで

すので、１万円近いお金が基準の額の方

でもそれだけ落ちるということでね。やっ

ぱりこの保険料は大変だなと、思うんで

すね。で、それだけじゃないですから、

今ね。

　だから、本当に先ほども言いましたけ

れども、残ったお金でどう生活をするの

かということで、利用料も出したりとか、

そういうことで四苦八苦、２か月に１回

やっておられる、やっぱり高齢者の方の

暮らしの実態、それをよく心を寄せてい

ただきたいなと、そういうふうに思うん

ですね。

　食料品なんかの安いところにたくさん

の高齢者の方が行っておられます。本当

に、毎日の食べるものを削るしか、やっ

ぱりなかなかないと。もちろん衣料品と

か着るものとか、そんなんも始末しては

りますね。

　そういう中で、今回、据え置きという

ことですけれども、介護保険料について、

第４段階の中に、特例の第４段階と第５

段階が５、６に分かれると、そういうこ

となんですけれども、第７段階が８、９、

１０に分かれるということなんですが、

基準のところもそうですし、第３段階、

特に第５段階というのは、一番厳しいか

なとも思ったりするんですけれども、そ

れと第７段階の方たちでも、これまで８

万８，７４０円だった方が１０万４，４

００円になるわけですよ、年間ね。税金

は上がるわ、年金は上がらへんわね。こ

ういうのだけは上がるということで、少

し高額の所得のある方については負担を

してもらうっていう、そういう考え方な

んでしょうけれども、私は全体的にやっ

ぱりもっと下げられるように変えていく

ということが必要だと思っています。

　今回の、このもとになりますかがやき

プランの意向調査など見ても、やはり負

担も重いという声とか、それからこの介

護保険自身が、保険料は取られるけれど

も本当に、今度、システムの改定もある

中で、きちんとした自分の希望する介護

が受けられるのかという、そういう声が

たくさん出てました。こういうことが次

のかがきプランに本当にしっかり生かせ

るのか、このことが問われてると思うん

です。

　資料でいただきましたように、今、特

別養護老人ホームなどについて、待機を

しておられる、そういう人が実申込者数

で１５３人、３か月以内に入所希望が９

８人、１年以内に入りたいと思っておら

れる方が３１人、１年以内の入所希望は

合計で１２９人、１年以上後でも可とい

う方が２４人ということでね。やっぱり

極端になってきてると思うんですけれど

も、在宅で、ご夫婦でいてはる場合は何

とかやってこれても、どちらも高齢化に

なってくると、やっぱりどちらかが施設

に入らなければならないというのは、当

然だと思うんです。家族介護もなかなか

ね、私もいろんな方のご相談を受けます
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けれども、実際としては厳しいかなって

思うんですね。

　そういう中で、介護保険料は取られる

わ、施設はなかなか入られへんわね、で、

要介護認定でもシステム改定で、これま

での介護度よりも低くなったわというこ

とやったら、本当に保険あって介護なし、

こういうようなことがやっぱりますます

厳しくなってきてるんじゃないかなとい

うのを感じざるを得ません。

　保険料については、据え置いたという

ことは一定評価もしますけれども、やは

り据え置いてる保険料自身が、私はやっ

ぱりまだ負担感が重いと、そういうふう

に思うんです。ぜひ、これは下げるべき

だと思いますが、いかがでしょうか。

　それから、介護予防の特定高齢者。特

定高齢者やとか何かね、何かややこしい

ですね。生きてる人間を特定高齢者とか

ね。本当に何かおかしいなと思います。

ぜひ連携をとっていただいて、臨時職員

ということで不安定だなと思いますけれ

ども、保健師さん、こういう資格を持っ

ている方が本当にこういう臨時職員とい

うことで集まるのかどうかというのは、

私はやっぱり問題だと思っております。

特定高齢者への事業への参加の呼びかけ

をしていくということで、かなり手間暇

かかる仕事です、これもね。通所型介護

の予防の委託についても、こういうこと

ですけれども、ぜひ各関係機関と連絡を

とりあって、やっぱり希望するところに

少しでも行き届くような、そういうふう

にやっていただきたいなと思います。

　介護予防の一般高齢者のその施策につ

いてはわかりました。

　この介護予防が始まって、いろいろやっ

てきましたけれども、介護保険制度の運

営状況とか、これまで見させていただい

たこういう中で、介護予防のこのような

施策がどのように効果をあらわしてきた

のか、その辺のことについては、今年度

についても、やっぱりこう展開してきた

らもっと予防できるんだみたいな、そう

いう確信がおありなのかどうかどうかで

すね。なかなか難しいということであれ

ば、またその中身についても教えていた

だきたいなとも思いますが、元気な高齢

者というか、そういう方はやっぱりどこ

でも参加をしていきはると思うんですけ

れども、なかなかそうできない、そうい

うところなんかもどうフォローしていく

のかっていう、そういうのがあると思う

んですが、そのことについても教えてい

ただきたいと思います。

　包括的地域支援事業費の中でもますま

す、前回、一般会計でも言いましたけれ

ども、本当にいろいろな、その人その人

のケースに応じて、特に今回また地域包

括でいろいろ相談に乗っていかなければ

ならない特定高齢者になるんですね、そ

ういう人たちの相談がふえてくると思う

んですね。そういう中で、福祉士４名と

臨職１名という、非常勤職員等賃金とい

うことですけれども、現場としてはきち

んとそういう正規の職員の方も配置して

資格を持っている、社会福祉士なんて資

格を取るのに大変ですよね。こういう人

たちが非常勤で本当に来てくれるのかっ

て、私はやっぱり本当に難しいと思って

るんです。せっかく資格を取ったけれど

も、やはりきちんとしたところに就職す

るっていう方が、これからも出てくると

思うんですが、こういう点についてもやっ

ぱりきちんと正職で配置をするというこ

とも、ぜひ予算に反映してほしいと、そ

う思いますがいかがでしょうか。

　チェックの部分と成年後見制度につい

ても、ぜひそういうところにつないでい

く役割を果たしていただきたいなと、そ
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のように思います。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、介護保険料

が高いというご指摘なんですが、幾らが

高くて幾らが安い、非常に難しい問題な

んですけれども、今の制度上は給付費の

見込みの中から法定の割合で介護保険料

として負担していただくということになっ

ておりまして、その料率、段階というの

も一定、国の標準が示されてる中で、各

保険者が工夫して決めておるという中で、

今回、基準額を据え置くためのいろんな

工夫、努力をした結果、基準額が４，３

５０円、月額ということでさせていただ

いてます。

　じゃあ、給付が先ほども申し上げたよ

うに、２２％ふえる中で、どのように保

険料を設定していくのかということにな

れば、この枠の中でしようと思えば、基

準額を上げるか、高所得の方にさらにご

負担いただくか、どちらかということに

なります。それ以外の方法ということで

あれば、委員ご指摘のように一般会計か

らの繰り入れという方法になろうかとい

うことでございますが、これも今までの

委員会や本会議等で何度かご説明させて

いただいてるように、国の方も保険料減

免についての３原則ということで、保険

料の財源として一般会計からの繰り入れ

を行わないことということで、一定技術

的な助言ということで申しております。

　国の資料を読ませていただきますと、

高齢者の保険料は高齢者の方にも助け合

いに加わっていただくために支払ってい

ただいてるものであり、それを減免し、

その分を定められた負担割合を超えて、

ほかに転嫁することは助け合いの精神を

否定することになると。したがって、低

所得者への特に配慮をする場合には、高

齢者の保険料で負担すべきものと定めら

れた枠の中で、被保険者の負担能力に応

じた保険料額とすることにより対応すべ

きであると。つまり、所得の多い方から

低所得の方の財源不足分を補ってくださ

いねというような原則です。

　今回、第１０段階まで設けて、最高２．

０倍というような段階も設けさせていた

だいたところなんですけれども、これは

先ほどの１２月末時点の大阪府の調査と

いうことで、各市見てみますと、同じよ

うに２．０倍以上の段階を設ける予定の

団体が本市を含めて１０団体。第３期で

は本市１．７倍というのが最高だったん

ですが、１．７５倍以上の段階を今回、

第４期で設ける団体が３１団体というこ

とで、多くの団体が所得の多い方の料率

をふやすことで低所得者への配慮という

ことで対応しているという状況でござい

ます。

　それから、認定のシステムの変更とい

うことでおっしゃってたかと思うんです

が、保険あって介護なしになるんではな

いかということなんですが、今回の要介

護認定のシステムの改正というのは、認

定を厳しくしようとか、そういう趣旨の

ものではございませんで、現状の認定の

システム自体が平成１３年のデータをも

とに一次判定のソフトというのがつくら

れております。これをその後、たくさん

のデータの蓄積がございますので、そう

いうデータ、新しいデータを反映した認

定ソフトにしようというようなことと、

それからもう一つには現在の認定では、

一次判定では要介護１相当というような

判定がされまして、それを審査会の中で

要介護１か要支援２か、いずれかに判断

するというような仕組みになっておるん

ですが、これが全国的に非常にばらつき

が出ておるということでございまして、

それがばらつきが出ないように、これも
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この３年間の実績をもとに、最初から要

介護１か要支援２ということで、システ

ム的に判定できるようにするというよう

なことと、それからもう一点は調査項目

が多くて、調査員の方も非常に大変だと

いうこととか、調査員の判断が困難な項

目もあるというようなことで、認定の精

度が落ちないように項目数を減らそうと

いうことで工夫されたもので８２項目か

ら７４項目になったというようなことで、

決してこの認定のシステムの変更によっ

て介護を受けるサービスが減るというよ

うな趣旨のものではないということはご

理解いただきたいというふうに思ってお

ります。

　ただ、そういう不安があるんじゃない

かというようなことは認識しております

ので、委員もいつもおっしゃってるよう

に、いろんな形の周知、広報、そういう

ことについては認定についても、保険料

についても今後も努めていきたいという

ふうに思っております。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　まず、介護予防

講座の関係でございますけども、委員も

ご指摘のように、元気な方というか、み

ずから積極的に体をいろんな形で動かし

ていく方は問題ないわけでございますが、

やはりどちらかというと家の方に閉じこ

もりがちで外へ出られない、そういった

方をいかにこちらの方で把握をして、い

ろんな形で外に出るように働きかけてい

くのかということが非常に重要なことだ

というふうに思います。

　その意味で、特定健診と同時実施して

おります生活機能評価等を通じまして、

まずやっぱり地域にどういう方が具体的

にいらっしゃって、そういう介護予防の

必要な、どういう方がいらっしゃるかを

把握するという意味では、これも一つの

きっかけだというふうに思います。それ

で、単にそういう方を、先ほど申し上げ

ました介護予防の保健センターやふれあ

いの里で実施している介護予防講座に参

加していただくというだけではなくて、

電話をかけてご事情をいろいろ聞く中で、

そして、例えばうちが地域福祉課で実施

しております事業の中では、例えばホー

ムヘルパーの安否確認や、あるいはふれ

あいリハサロン、あるいは老人クラブと

か、その方に活動のスタイルをご提案し

ていく、相談をしてご提案をしていく、

形につないでいくということが大事なこ

とでありまして、介護予防講座にもちろ

ん来ていただくことは大事なことでござ

いますけども、それだけが結果ではなく

て、その方に合った形での体を動かして、

外に出ていって体を動かしていただくと

いうような取り組みが重要ではないかな

というふうに思います。

　地域福祉課になりまして、地域包括、

それからホームヘルパーの安否確認、そ

してＣＳＷ事業等を一体として取り組ん

でおりますので、そういった意味での活

用の仕方については従前に比べますとで

きてきてるのではないかなというふうに

考えております。

　そして、またそういった介護予防講座

やいろんな講座に参加していただいた方

を、そこで終わらせるのではなくて、そ

の後に自主グループをつくっていただい

て、やっぱり継続して取り組んでいただ

くということが大事だということでござ

いますので、これにつきましても現在、

もう既に３０近い、市内でグループがで

きておりますので、そういった取り組み

も、この１年間でかなり進んだのではな

いかなというふうに考えております。

　今後もこういった形で取り組みを進め

てまいりたいというふうに考えておりま
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す。

　それから、もう一つ、地域包括支援セ

ンターの職員のことでございますが、確

かに社会福祉士につきましては、先ほど

委員もご指摘にありました成年後見制度

を初め、高齢者の虐待防止、その他いろ

いろな形で相談業務もふえておりますし、

重要な業務だというふうに考えておりま

す。

　本市におきましては、平成１８年度当

初から非常勤でございますが２名、そし

て平成１９年度から新たに２名というこ

とで、４名の方を配置しております。お

かげさまをもちまして、４名の方、当初

からずっと継続して働いていただいてお

りまして、大変個々の方、能力も高く、

頑張っていただいているというふうに認

識をいたしております。

　また、平成２０年度には正規職員とい

う形で社会福祉士１名を採用していただ

きまして、地域包括支援センターの方に

配置いたしております。

　今後も、社会福祉士というのはやはり

経験も非常に重要なことから、正規職員

はもちろん、そうした経験を持たれた非

常勤職員も一つのチームとして、やっぱ

りより能力が発揮できるような形での取

り組みを進めてまいりたいというふうに

考えております。

○上村高義委員長　川口委員。

○川口純子委員　社会福祉士のこの配置

については、ぜひ一番大事な窓口にこれ

からなってくるんではないかななんて思っ

ております。高齢者の方々のサービスに

ついて、ぜひ頑張っていただきたいなと

思います。

　保険料についてですが、先ほど課長の

方でいろいろおっしゃいました。基準額

を上げるか、高額のところで上げるのか、

それとも一般会計からの繰り入れを行う

のかと、そういうことがあるけれども、

３原則として助け合いの精神であるとか、

いろいろおっしゃいました。

　しかし、先ほどから言ってるように、

この制度が始まったとき、そういうこと

でうたいました。私たちは当初から介護

保険料の減免制度であるとか、利用料の

減免であるとか、そういうのをやっぱり

やるべきであるということでお願いをし

てきましたけれども、今、全国の自治体

の中では保険料の減免ももちろん行って

るところもありますし、利用料の助成に

ついても行っています。国もそういう一

般会計からの繰り入れをしてはならぬみ

たいな、ペナルティというか、そういう

のも言っていましたけれども、実態的に

はやっぱりもうやらざるを得ないという、

そういうことになってると思います。

　しかし、当初から見たときに、実態は、

高齢者の方々がふえてきたけれども、実

態としては、もう何回も言うのは嫌です

けれども、生活費自身はふえてないです。

年金は減るばかりです。物価スライドし

ていません。そういうのが始まってから、

同じように年金のそういう実態が出てき

てるわけですから、やはりこの負担は重

いと、そういうことで私は据え置いた努

力は認めますけれども、やはりさらに軽

減できるように、やっぱり下げるべきだっ

たと、下げるべきだと、そういうふうに

主張しておきたいと思います。

○上村高義委員長　ほかにありませんか。

　大澤委員。

○大澤千恵子委員　最後にお聞きしたかっ

たこと、皆さんが聞かれなかったことを

少しだけお聞きしたいんですけれども、

年末の決算のときにも地域包括支援セン

ターが市内で３つ、設置するというお話

だったんですけども、このあたりのこと

をちょっとお聞きしたい。設置の予定は
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あるのかっていうことと、それから今、

介護保険の財源のお話がすごく多かった

んですけれども、それを受け入れるサー

ビスをする側の方ですけれども、例えば

住宅改修に対してケアマネとか理学療法

士とか、そういった人材の確保というの

が十分できているのかということと、あ

とヘルパー、社協の方からヘルパーの方

を行っていただいてると思うんですけれ

ども、そのヘルパーの現状といたしまし

て、ヘルパーの免許というか、資格は取っ

たけれども、とてもやめていかれる方が

多いと。現実的にヘルパーの人数が十分

足りているのか、委託されてるとこも、

もちろんあると思うんですけれども、ヘ

ルパーの資格を持っているだけで、何も

されてない方というのは、結構たくさん

いらっしゃるということ、そのあたりの

ことをちょっとお聞きしたいなと思いま

した。

○上村高義委員長　登阪次長。

○登阪保健福祉部次長　地域包括支援セ

ンターの配置の件でございますけども、

これは代表質問の方でも答弁をさせてい

ただいておりますけれども、摂津市の今

の６５歳以上の高齢者人口からしますと、

３か所の配置が必要というふうに考えて

おります。

　ただ、摂津市の地域状況とかを考えた

場合、必ずしも各地域に１か所ずつ、計

３か所を配置するというよりは、現在市

役所でございますけども、そうした市の

中心部に１か所、社会福祉士と保健師と

主任ケアマネを一つのセットにしました、

いわゆる３か所分の人材を配置　して、

具体的には地域包括支援センターの職員

はもちろんでございますけれども、ＣＳ

Ｗ・コミュニティーソーシャルワーカー

や、あるいは先ほどから出てます社協の

ヘルパーさん等々が、やはり地域へ出か

けていって、その地域でいろいろ問題を

抱えておられる方を見つけてくる。そし

て、また相談も可能ならば地域へ出かけ

ていって相談に乗っていくといったよう

な形で取り組んでいく方が、より地域包

括支援センターに求められております、

公正さ、中立さ、それから効果的な運営

という観点からしましても、その方が我々

としては望ましいというふうに考えてお

ります。

○上村高義委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　サービス提供にお

いての人材ということかと思うんですけ

ども、まず住宅改修については、事前の

承認と事後の評価ということで本市では

取り組んでおりまして、事前の承認にお

いては、まず、それぞれ担当のケアマネ

ジャーが住宅改修の必要性であるとか、

それから必要な場所であるとか、そうい

うことをご本人さん、ご家族さんの話を

聞きながら決めまして、それに合わせて、

当然、施工業者と、それから理学療法士、

または作業療法士が同行しまして、最終

的に住宅改修の場所を決めるというよう

な仕組みにしております。また、工事が

終わった後についても、理学療法士、ま

たは作業療法士が訪問して使い方のテス

トといいますか、そういう助言なんかも

含めて、本当に有効な住宅改修ができて

るかというような評価をしておるんです

けれども、一応、これについては一部、

市の委託事業ということにしておりまし

て、保健センターに所属してる理学療法

士、または作業療法士が同行しておると。

場合によっては、病院から退院されると

きに必要ということであれば、その病院

に所属している理学療法士、作業療法士

が同行する場合もあるというようなこと

で、現状、すべてのケースについて、そ

ういう同行訪問というのが、現状ではで

− 58 −



きているということですので、その部分

における人材というのは、一応は足りて

るのかなというふうには認識しておりま

す。

　それと、次にヘルパーですね。訪問介

護員のことですが、介護保険制度が始ま

るまでは市の委託事業ということで、制

度直前でいいますと、社会福祉協議会と

せっつ桜苑と白鷺園ですか、３か所に委

託しておりまして、市の方で必要数を確

保するということで、その分の委託料を

支払いしとったんですけれども、介護保

険制度が始まりましてから、いわゆるい

ろんな民間でありますとかの自由な参入

ということですので、市の方でヘルパー

の数を管理するとか、掌握するという立

場ではなくなったんですけれども、現状

でいいますと、訪問介護の事業所が１６

か所、摂津市内にございます。また、も

ちろん、これは市を超えての利用という

ことも可能ですので、例えば吹田市から、

茨木市からヘルパーさんが来ているとい

う場合もございますので、実際にヘルパー

さんの人数が多いとか少ないとか、ちょ

うどかいうことは、市の方で直接、現在

は言える立場ではないんですけれども、

今回、かがやきプランの改定をするに当

たりまして、市内の事業者にアンケート

調査等をしたところ、人員的には余裕が

ありますよということの回答があった事

業者が多ございましたので、ヘルパーの

資格を持った方の数は充足してるのかな

というふうには思っております。

　ただ、これは恐らくということなんで

すが、いわゆる常勤ということではなく

て、時間給というような雇用の方とか、

そういう方が多いというようなことも、

いろんな資料からもわかりますので、実

際のヘルパー資格をお持ちの方の、実際

の処遇ということでいいますと、かなり

厳しい状況にはあるのかなというふうに

は認識しております。

　ヘルパーの事業所の人員がどうかとか、

運営基準を達してるのかどうかというの

は、大阪府の指導の範疇ということでご

ざいまして、府の実地指導がある場合は、

市の職員も同行して、その現状の把握に

努めているところでございます。

○上村高義委員長　大澤委員。　

○大澤千恵子委員　先ほどの住宅改修の

件等なんですけれども、これから介護の

部分では在宅介護という部分があるから

多くなりますので、これからこの部分と

いうのはふえてくるのかなというふうに

思っておりますし、ヘルパーの方も在宅

の方にヘルパーを呼ばれる方の方がふえ

てくるということを考えますと、やはり

この辺の施策もきっちりと考えていくべ

きだと思いますし、もちろん人材の方も

やはりふやしていかないといけないべき

なのかなというふうに考えております。

　それと、あと地域包括支援センターな

んですけれども、地域包括支援センター

にプラスアルファして、国の方がフレキ

シブル支援センターというのを、多分、

皆さんご存じだと思うんですけれども、

こういったものを提案されておりまして、

これに関しましては市町村が委託すると

いう形で、地域活動の組織とか、あとハ

ローワーク、ここで離職者とか雇用を、

派遣切りにされた労働者を中心に雇用を

してというようなものが緊急経済対策の

財源を活用して、３年間の制度として実

地されておりますので、こういったもの

を新たに考えられて、これにしますと、

いろんなところでサービスのすき間がな

いということで、子どもの支援も含めた

地域の密着型のセンターが、提案がござ

いますので、そういったものも含めて新

しくするのであれば考えて検討していた
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だければなというふうに要望いたします。

○上村高義委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後４時１５分　休憩）

（午後４時１７分　再開）

○上村高義委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村高義委員長　討論なしと認め、採

決します。

　議案第１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第３号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第４号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第７号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第８号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第９号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第１０号、所管分について、可決

することに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第１２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第１３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第１５号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第１６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第１８号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第２１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第２２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、
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本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第２３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第２４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第２５号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第２６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　賛成多数。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第２７号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　議案第２８号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○上村高義委員長　全員賛成。よって、

本件は可決すべきものと決定しました。

　これで、本委員会を閉会します。

　ご苦労さまでした。

（午後４時２１分　閉会）

　

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

民生常任委員長 上 村 高 義

民生常任委員  嶋 野 浩一朗
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